
ファーウェイの広報誌『HuaWave』は、2018年末にデジタルオウンドメディアとして新たに生まれ変わります。

7年間ご愛読いただき、
誠にありがとうございました。
『HuaWave』は印刷版からデジタル版へ。 さらなる進化にご期待ください！

※詳細は本誌巻頭記事をご参照ください。
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　『HuaWave』は2011年2月、お客様向け
のニュースレターとして産声を上げました。
創刊にあたっては社内で誌名のネーミング
コンテストを実施し、80作近い応募作の中
から『HuaWave』を選出。「電波のように情
報を発信する」「絶えず変化する通信業界の
潮流を伝える」「時代に新しい波を起こす」と
いうメッセージが込められています。

　創刊当初はファーウェイ本社が発行する
英文広報誌『WinWin』からの翻訳が中心で
したが、号を重ねるごとにローカルのコンテ
ンツを強化。第16号（2015年1月）からは内
容・デザインともにリニューアルし、お客様
やパートナー企業のほか、イノベーティブな
取り組みを行っている企業や人を取材して、
ICTの可能性を探る多彩なトピックを取り上
げるようになりました。
　第2号（2011年5月）からスタートした
MWC（Mobile World Congress）レポート
を皮切りに、外部の執筆者による寄稿記事
も充実させてきました。各国、各分野に強み
を持つ執筆陣の寄稿で、より読みごたえの
あるICTマガジンへと進化を遂げてきました。

　ファーウェイという企業やそこで働く社員
について知ってもらうのも、広報誌としての
重要な役割です。経営陣の言葉を通じて
企業文化や経営理念をお伝えしてきたほ
か、中国・深圳のファーウェイ本社キャンパ
スの広大な敷地や、なかなか見ることので
きない社員向け施設などを写真で紹介する
特別企画も2回にわたって掲載しました。
　ファーウェイ・ピープルのコーナーには、
国内外のさまざまな部署の社員が登場。
ファーウェイでの働き方、ユニークな経歴、
趣味や家族について語り、ファーウェイに
集まる人材の多様性をお伝えしてきました。

　これまでお客様をはじめとする定期購読
者の皆様にお届けしてきたほか、展示会な
どの会場で配布してきた『HuaWave』です
が、今後はさらに広く、たくさんの方々に、よ
りタイムリーにコンテンツをお楽しみいただ
けるよう、新たなデジタルメディアとして生
まれ変わります。
　「つながる、つなげるConnected Media」を
キャッチフレーズに、いままで以上に多彩なト
ピックと執筆陣を揃え、年内にはベータ版サ
イトを立ち上げる予定です。『HuaWave』の
さらなる進化に、ぜひご期待ください！

『HuaWave』7年間の軌跡
印刷版最終号に寄せて

2011年2月から7年間、31号にわたってファーウェイとICTの“いま”をお伝えしてきた広報誌『HuaWave』は、今号
をもって印刷版の発行を終了し、2018年末にデジタルオウンドメディアとして生まれ変わります。これまでのご愛読
への感謝を込めて、創刊から7年間の進化の軌跡を振り返ります。
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第2号（2011年5月）からは、その後毎年恒例となった
MWC（Mobile World Congress）レポートを開始。
1回目のレポートはジャーナリストの神尾寿氏に執筆
していただきました

インタビュー記事や特集記事、
事例記事にご登場いただいたお客様、
パートナー、その他企業の皆様

※社名はすべて記事掲載当時の名称です。
＜国内＞ イー・アクセス、KDDI、ソフトバン
クモバイル、NTTドコモ、日本電波工業、ク
アルコムジャパン、パナソニック、村田製作
所、東芝、日商エレクトロニクス、ソネット、
ライフイズテック、GNEX、U-NEXT、JDI、
スターキャット・ケーブルネットワーク、サイ
バーエージェント、SAPジャパン、三菱電
機、多摩市立愛和小学校、桜新町アーバ
ンクリニック、徳島県政策創造部地方創生
局、サイファー・テック、あわえ、鈴木商店、
ビックカメラ、百度（バイドゥ）、アリババ、
大和ハウス工業、インターネットイニシア
ティブ、阪神電気鉄道、仙拓、ShuR（シュ
アール）、ドクターネット、ネットチャート、
ワイヤ・アンド・ワイヤレス、バンダイナムコ
ビジネスアーク、新日鉄住金ソリューション
ズ、愛媛CATV、会津電力、シルバーウッド、
白組、日本インターネットインフォメーショ
ンセンター（JPNIC）、ヤフー、慶應義塾大
学、JINS、所沢PET画像診断クリニック
＜海外＞ バクリテレコム（インドネシア）、

ドイツテレコム、チャイナテレコム（中国電
信）、テリアソネラ（北欧）、ボーダフォン・ス
ペイン、テレノール・ノルウェー、スマート
（フィリピン）、アクシアタXL（インドネシア）、
チャイナモバイル（中国移動）、テレコムマ
レーシア、スカイ（英国）、テラス（カナダ）、
KPNインターナショナル（オランダ）、オプタ
ス（オーストラリア）、上海テレコム、スター
ハブ（シンガポール）、トークトーク（英国）、
カリフォルニア大学高性能アストロコン
ピューティング・センター、ヨタ（ロシア）、
優酷土豆（ヨウクトゥードゥ）、ONF（Open 
Networking Foundation）、CERN（欧州
原子核研究機構）、サンライズ（スイス）、
TMフォーラム、デア・シュピーゲル（ドイ
ツ）、EE（英国）、テレフォニカ（スペイン）、
インテル、PCCW-HKT（香港）、テレコムイ
タリア、欧州FTTH委員会、アリババ、ボル
シア・ドルトムント、アムステルダム・アレナ・
インターナショナル、ファンプレイ（オースト
リア）、LGユープラス（韓国）、ソニー、BT（ブ
リティッシュテレコム）、BBC、ON.Lab
（Open Networking Lab）、騰訊（テンセン
ト）、テレノール・インド、ALMA（アルマ望
遠鏡）、Linux財団、フィリップス、キャンベ
ラ・レイダース、ofo、REALIS、20世紀フォッ
クス、デンマーク工科大学、DHLサプライ
チェーン、敦煌スマートトラベル、iFlytek

特集記事では自社が関わる事例だけでなく、ICTに関
連するタイムリーな話題を幅広く取り上げました

連載コラムでは世界各国のモバイル・ICT事情を現地
からレポート

第4号（2012年1月）・第14号（2014年7月）では中国・
深圳の本社キャンパスを詳しく紹介

Huawei Global Nodes & Linksで
紹介した世界のファーウェイオフィス 

My Hometown in Chinaで
紹介したファーウェイ社員の故郷

31か所

25か所

　デジタルメディアのスタート後、新着コ
ンテンツのお知らせメール
をご希望の方は、右のQR
コードよりメールアドレス
をご登録ください。
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ドローンは産業用ロボットやスマート
フォン、家庭用AIスピーカーなどとはまた
異なるタイプの「実世界データ」を収集で
きる貴重な端末になると期待されている
のだ。世界には数多くのIoT端末がある
が、空中から情報を収集できる数少ない
ハードウェアの1つがドローンである。

　ここでは、こうした特長を活かしたド
ローンの実用例とその詳細を具体的に見
ていきたい。最もポピュラーなのは空撮だ
が、これはすでに広く認知されているので
割愛する。

　まず、空撮の次に思い浮かぶドローン
のユースケースが配送である。配送され
る物資には、一般的な消耗品や食品、ま
た医療品など多種多様なものが想定され
ている。現在、アマゾンや中国・京東
（Jingdong）、楽天などのEC大手や各国
郵便当局が中心となり導入が検討されて
いるドローン配送だが、実際のところ、実
用化された例はほぼゼロである。落下の
危険性などを考慮した際、法律的に許可
するのが難しいというのが各国規制当局
の実情のようだ。とはいえ、実用化への道
のりは局地的には着 と々進んでいると言
える。特筆すべき例としては、米国のス
タートアップ、ジップライン（Zipline）の
ケースがある。同社は自社開発のドローン
およびシステムを用いて、ルワンダのへき
地に血液を送り届けるサービスを展開し
ている。クライアントはルワンダ政府であ
る。同社はルワンダの首都圏外での血液
供給の約20％を担っており、飛行回数は
6,000回を超え、12,000パック以上の血
液を運んだ実績を誇っている。現在はタン
ザニアでもドローン配送システムの構築
を進めており、米国におけるドローン医療
品配送の商用化に向けても尽力中だ。
　筆者は、ドローン配送はまずインフラが
未整備な国や地域でサービスが研鑽され、

　ここであらためて、ドローンになぜ大き
な関心が寄せられているのか整理してみ
たい。空を飛ぶという以外に、ドローンに
は大きく2つの特長がある。
　1つは、「機動性および接近可能性」だ。
直径数cmから1mほどまでと、機体サイ
ズのラインナップが基本的に小型である
ドローンは、有人航空機やヘリコプター
に比べ活動できる空域・空間の制約が少
ない。空域に関しては、地上と高高度の
間、つまり低高度や中間高度で飛行タス
クを処理できるという特長がある。例え
ば、これまでの空撮は高高度まで上昇し
たヘリコプターなどから高性能な望遠カ
メラで撮影するのが一般的だった。しか
し、ドローンは相対的に低い高度、もしく
は場合によっては地面すれすれの高さを
飛行しながら撮影することができる。加え
て、大型の航空機が近寄れない狭所での
作業も実施できる。その「機動性および接
近可能性」という特長は、配達、インフラ
点検、屋内タスク、警備などさまざまな領
域にドローンを応用できるという期待につ
ながっている。
　2つめの特長は、「空中からデータ収集
ができる」ということだ。ドローンには可視
光カメラ（一般的なカメラ）だけではなく、
サーマルセンサー（熱感知）、超音波セン
サー、レーザーセンサーなどさまざまな
データ収集機器を搭載することができる。
つまり、人間が視覚で認識する以上の情
報を集めることができる。AIの発展ととも
にデータの価値が重要視されているいま、

　ドローンが世界的に広く注目を集め始
めたのは2015年前後。空飛ぶロボット
が人間に代わって自動で仕事をこなして
くれる――当時、そんな“SF世界”の到来
がメディアを中心にまことしやかに騒ぎ
立てられた。約3年の月日が流れた現在、
ドローンをまつり上げる誇大な評価・宣
伝は徐々に落ち着き始めている。業界の
関心も具体的かつ有効なユースケース
を模索する方向にシフトしてきた。関連
企業群のエコシステムが確立され始める
一方、競争によるサービス淘汰も加速し
ている。
　ドローンは自律飛行や遠隔制御が
可能な飛行体を総称する言葉で、別名
UAV（Unmanned Air Vehicle）、UAS

（Unmanned Aircraft Systems）とも呼
ばれる。歴史的に見れば、インターネット
などと同様に長らく軍事目的での開発・
研究・活用が主流だったが、2010年代以
降、いまや世界最大のメーカーとなった
中国・DJIの機体を中心に、コンシュー
マー向けや産業用途の製品およびソ
リューションが続 と々登場し始めている。
軍事用から商業用まですべてを含めた世
界市場規模は、2015年の86.8億ドル（約
9,635億円※）から、2020年には143.9億
ドル（約1兆5,973億円※）にまで成長する
と予測されている。詳しい金額は各調査
資料や統計によってばらつきがあるもの
の、産業用途のドローンおよびシステム
に関連する市場が今後大きく拡大・成長
するという見通しは共通している。

期待が寄せられている。またドローンは人
間の作業員より効率的に情報を収集でき
る場合が多く、コスト削減のメリットから
も導入が進もうとしている。
　測量やインフラ点検の現場は多種多
様だが、ドローンの用途は基本的に空中
から対象物のデータを収集することだけ
である。ソリューションを提供する企業の
多くは、収集したデータを解析ソフトなど
で加工したり、3D画像を生成したりして
クライアントに提示する。つまり最終納品
物はあくまで「ビジネスに有効なデータ」
で、ドローンは情報収集のための新たな
ツールという位置づけだ。
　ドローンを使った測量、点検・探査事業を
行う企業として知名度が高い企業には、英
国のスカイフューチャーズ（Sky-Futures）、
サイバーホーク（Cyberhawk）、米国の
プレシジョンホーク（PrecisionHawk）、
スイスのセンスフライ（senseFly）などが
ある。中でもスカイフューチャーズが提供
する油田・天然ガス探査ソリューション
は、人間の作業員チームが8週間かける
作業をドローン1台で5日まで短縮したと
いう成果が報じられている。
　なお、ドローンによるインフラ点検の今
後の展望としては、「完全自動化」がある。
人間のオペレーター（操縦者）が計画を
策定してボタンを1つ押すだけで、複数台
のドローンが情報を収集し、連動した解
析ソフトが有効なインサイトをはじき出す
というものである。まだまだ技術的な課題
は多いものの、実現した時のインパクトは
非常に大きいだろう。

タクシーといった名称で呼ばれている同分
野の先駆者は中国の億航（EHang）だろ
う。同社のドローンタクシー『EHang184』
は2016年のCESで初公開され、世界中
から大きな注目を浴びた。広報担当者に
よれば、2014年以来、すでに飛行テスト
の回数は数千回に及び、高度300ｍまで
垂直上昇するテスト、ペイロード230㎏の
積載テスト、8.8㎞の飛行距離テスト、時
速130㎞の高速飛行テスト、台風・霧・夜
間・砂漠・沿岸などの環境条件テストなど
広範にわたる検証が行われているという。
試乗した乗客数は、2017年末時点で40

名以上にのぼるそうだ。
　このほかにパッセンジャードローンを開
発している企業としては、ドイツのイーボ
ロ（E-Volo）がある。同社も2013年に初の
有人飛行テストに成功して以来、テストを
繰り返している。公開された機体
『VC200』は9つのバッテリー、18個の電気
モーター、18の回転翼を搭載し、機体重
量は450㎏。重量をなるべく減らすため、
軽くて丈夫な炭素繊維が素材に使用され
ている。操作も簡単で、コックピット内に
備え付けられたナビゲーション画面に目的
地を入力したり、ジョイスティックを動かし
たりすることで簡単に操縦でき、ヘリコプ
ターなどの有人機のように長時間にわた
る操縦訓練を受ける必要がないという。
　ドローンの飛行に関する法規制は非常
に厳しいが、人を乗せるとなるとそのハー
ドルはさらに上がる。今後、実用化までに
どれくらいの時間がかかるか非常に気に
なるところだ。

備え法規制が着 と々進められている。日
本では今年3月末に目視外飛行許可に関
する要件を政府が公表し、「飛行場所は
第三者が立ち入る可能性の低い場所
（山、海水域、河川・湖沼、森林等）を選
定すること」「飛行高度は、有人航空機が
通常飛行しない150m未満でかつ制限表
面未満であること」などを定めている。一
方、米国では個別審査となっているが、
これまで約1,200件の申請がなされている
ものの、99％が非承認と、実質的に「認め
ていない」のと同義と言えそうだ。こうした
状況を打破するために、プレシジョンホー
クなど、目視外飛行に対応した技術プ
ラットフォームをリリースする企業も現れ
始めている。
　また「群集飛行」もドローンビジネスの
可能性を広げる技術となりそうだ。最近
では、韓国・平昌五輪の開会式で約
1,200台ものドローンを同時に飛ばした
インテルのシステム『シューティングス
ター』や、ラトビアのスタートアップSPH 

Engineeringが開発した照明や花火など
も一緒にコントロールできる『Drone 

Show Software』に注目が集まっている。
これらはエンターテイメントやアート領域
での利用が主に想定されているが、今後
は飛行距離・時間ともに制限があるド
ローンの活動領域を広げてくれる技術と
なっていくかもしれない。例えば、ドローン
が広域の山林で捜査活動や消火活動を
担うとなれば、群集飛行技術は欠かせな
いものとなってくるだろう。
　加えて「人工知能×ドローン」という話
題もホットだ。特に画像認識技術との組
み合わせには期待が集まる。活用例には
インフラ点検がある。これまで、インフラ
の破損・欠損具合は人間の作業員が目
視で確認・判断する必要があった。しか
し、ドローンが撮影した大量の画像デー
タをAIに学習させ精度を上げていけば、
点検・保守作業を自動化できるように
なっていくだろう。それ以外にも、野生
動物や害獣などを発見する、農作物の

健全な育成を見守るといった用途にも、
「人工知能×ドローン」の視点は有効と
なってくるはずである。

　今後のドローンの発展と関連して切っ
ても切り離せないのが「通信」だ。前述した
ように、ドローンは自律的に飛行しなが
ら、各産業分野でより多くのタスクを担う
ことが期待されている。パッセンジャード
ローンの実現が現実味を帯びてきている
ように、いずれは人を乗せて飛ぶことにも
なるだろう。その際、落下などのリスクを
避けるためには、万全な通信インフラがま
ず整備される必要がある。また、放送や
監視業務などで使われる場合、リアルタ
イムで動画を中継するなどの需要も生ま
れてくるのは確実だ。そうした用途にも、
大容量データを高速かつ安定して送れる
通信インフラが必須になってくる。落下の
リスク、リアルタイム中継による大容量需
要に加え、上述の目視外飛行の際には途
切れない通信が広範囲で必要になる。そ
のため、セルラー、中でも大容量データ
の通信や低遅延を可能にする5G（第5世
代移動通信システム）の商用化と普及が
重要になってこよう。
　最後に日本におけるドローン利活用の
将来についても少々触れたい。やはりド
ローンの現段階での本質は「空を飛ぶこ
と」と「データを集めること」の2つに集約
されるように思える。言い換えれば、「空
飛ぶカメラ・センサー」であり、それ以上
でも、それ以下でもない。モノを運ぶ、

作業を担うなどの機能は今後のフェーズ
で段階的に実用化されるもので、乗り越
えるべき課題はまだたくさんある。
　「空飛ぶカメラ・センサー」を有効活用す
るためには、ドローン自体を理解するのも
もちろん重要だが、それにも増して欠かせ
ないことがある。それは、ドローンが活用
されようとしている分野・領域についてよく
知るということである。前述の伊那市の鹿
検知コンペに参加したエンジニアの1人
は、「ドローンよりも、鹿の生息場所や移動
習慣、体温などに対して深い知見がなけ
れば、有効なソリューションを生み出せな
いと痛感した」と大会を振り返っている。
　筆者は、今後のドローン産業の発展
のカギとなるのは「協業」と「多様性」だと
考える。各分野の課題を熟知したエキス
パートとドローン専門家とのコラボレー
ションにより、「空飛ぶカメラ・センサー」
であるドローン、そしてドローンが収集し
たデータが活きてくる。またデータを多
様な見地から解析したり、横断活用する
ことで、新たな商機が生まれてくるはず
である。
　ドローン利活用を考える際には、「ド
ローンと人間の協業体制」の構築を図る
必要もある。測量であれ、インフラ点検
であれ、農業における利用であれ、現段
階ではドローンは技術的過渡期にあり、
オペレーターなどの人間とドローンの効
率的な協業体制が必須だ。言い換えれ
ば、ドローンと人間の分業をいかに進め
ていくかという「線引き」が非常に重要に
なってくる。
　現在、ハードウェア開発においては、中
国・DJIが市場をほぼ席巻した状況だ。機
体性能に比例した価格競争では独走状
態にあり、3DR社など欧米大手もハード
ウェア事業から撤退する流れにある。仮
に新たに業界勢力図を塗り替えられるプ
レイヤーがいるとすれば、それは各現場
で起きている課題をしっかりと見据え、「と
もに解決する」というスタンスを徹底した
企業になるはずだ。

その後、先進国や都心部にサービス展開
されるというプロセスを経るだろうと予想
している。フィンテックや配車サービスな
どと同様に、需要があるのにインフラがな
い、もしくは不十分な地域から実用化が
進むパターンである。日本で似たようなア
プローチを進めているのが、香川県高松
市を拠点とするスタートアップ「かもめ
や」だ。同社は米国や中国、カナダ、オー
ストラリアなどにならった「大陸型ド
ローン配送」ではなく、配送インフラが乏
しい多くの離島が散在している日本の状
況に合わせたソリューションを提案。陸
海空の無人物流技術を組み合わせた「島
国型無人物流プラットフォーム」の構築
を進めている。

　ドローンの利活用が進む分野に測量お
よびインフラ点検がある。特にインフラ点
検は需要が高く、風車や陸橋のような高
所、油田や天然ガスの採掘現場などでの
作業は困難や危険が伴うため、人間の作
業員の安全性確保という目的でドローンに

　農業分野では、「種まき」「農薬散布」
「作物・土壌のモニタリング」などの用途
でドローンの利活用が進む。従来の農作
業は人間の勘や経験に負うところが大き
かったが、ドローンが各種データを収集
できるようになったことで、土壌や作物の
状況を客観的に評価できるようになりつ
つある。いわゆる「篤農家」と呼ばれてい
た人たちの知見・ノウハウを、機械やシス
テムで再現できるようになったと言えばわ
かりやすいだろうか。
　例えば、米国のエアロヴィロンメント
（AeroVironment）はドローンとクラウド
分析サービスを融合し、大規模な農場経
営の効率性を高めることを目標とする。同
社戦略担当副社長スティーブ・ギトリン
（Steve Gitlin）氏はメディア取材に答え、
「ほとんどの農家は自ら耕作地に足を
運んで農作業を行うが、面積が100エー
カーを超えると、一定の時間で全体を見
て回るのは非常に困難になる。そのため
以前の経験とサンプルに依存することに
なる」と指摘。より広範なエリアのデータ
を収集できるドローンの有用性について
示唆している。
　一方で、農薬散布に関しては技術的
課題がある。空中から散布する場合、風
や大気の状況、ドローンの動きを計算・
考慮したうえで、必要な量を適切な箇所
にまかなければならない。米国の厳しい
審査をクリアした農薬散布用小型無人飛
行機『RMAX』を開発したヤマハ発動機の
関係者は、農薬を一定に散布する技術の
実現はとても難しく、各国の食の品質に
関するガイドラインや、食の安全に関する
人々の意識にも配慮が求められると強調
する。農薬がしっかりと作物に行き渡らな
かったり、逆に散布量が多過ぎたりといっ
たトラブルがあれば、最悪の場合、生産
された農作物がすべて廃棄されてしまう
ことも起こりうるからだ。現在、日本や世
界各国では農薬が足りていない箇所を

認識して自動散布を行うソリューションが
開発・テストされているが、食の安全性を
徹底的に担保するためには、農薬の散布
量および箇所を完全に制御できるよう、ソ
フトウェア・ハードウェア双方の技術向上
がシビアに問われてくるはずである。

　野生動物の保護や調査、害獣駆除など
にも、ドローンは広く活用され始めている。
ブラジルやアフリカでは、人間や家畜に伝
染病をもたらす蚊や蝿などの害虫駆除に
ドローンが積極的に利用されており、オー
ストラリアでは海岸近くに現れる人食いザ
メを発見するため、AI搭載ドローンが実践
投入されるなどの実例が報告されている。
　日本では、長野県伊那市の例がある。
伊那市は2017年10月に開催した「ド
ローン・フェス in INA Valley 2017」とい
うイベントの目玉企画として、ドローンを
使った「鹿検知コンペ」を企画した。少子
高齢化で人的リソースが減少するなか、
農作物や高山植物への被害、表土の崩
落などの原因を引き起こす鹿を効率的に
発見する必要があり、ドローンに白羽の
矢が立ったというわけだ。大会では機械
学習や熱感知などさまざまな手法を取り
入れた鹿検知手法が紹介された。

　人間が搭乗するモビリティ手段として
のドローンも、研究・開発・投資が着 と々
進んでいる。パッセンジャードローンや
AAT（Autonomous Air Taxis）、ドローン

　ここまでに挙げた実用例の他にも、ド
ローンが活用されるシーンは多い。エン
ターテイメントやアート、広告、国境監
視や海岸警備、行方不明者の捜索、防
災・消火など枚挙に暇がない。一方で、
刑務所への物資の密輸や麻薬取引、盗
撮など、犯罪やテロにドローンが悪用さ
れるケースも続 と々報告されており、それ
ら違法なドローンを発見・迎撃するため
の「アンチドローンシステム市場」も形成
され始めている。
　一方、ドローンの“売り”の1つは自律飛
行とされているが、その飛行精度は通信
環境や、風・雨など天候要因に大きく左
右されてしまう。3,700時間以上の運用
実績を誇る日本のトップオペレーターの1 

人は、ドローン業務が増えるにつれ「筋ト
レが日課になった」とコメントしつつ、その
背景についてこう述べている。
　「ドローンを使えば現場作業が自動化
でき、簡単に業務が進むと期待されてい
ますが、実際には測量やインフラ点検にド
ローンを使うにはまだ技術面での壁があ
ります。現段階で、その壁を補うのはオペ
レーターの仕事。テクノロジーの限界を
見極めつつ、集中力を維持しながらド
ローンの操縦作業を行うためには、オペ
レーターの体力が必要です。業務に携わ
る同業者の中でも、『体力勝負』という話が
よく出てきます。長い時には1日合計5時
間ほど操縦することもあります。GPSの届
かない制御の難しい環境でのフライトや、

長時間の操縦を1週間連続で行うケース
もあります。それでも、毎回のフライトで
は集中力を同じだけ発揮しなければなり
ません。仮に注意が散漫になって機体を
墜落させてしまえば、クライアントに迷惑
がかかるだけでなく、人やモノにも被害が
及びます」
　用途によって差はあるものの、ドローン
技術は自律飛行でタスクのすべてをこな
せる段階には至っていない。どんな機体
を選ぶか、どんなカメラを積載するか、構
造物に対してどれくらいの距離を保って
撮影するか、画像の解像度をどう担保す
るか、天候が悪い日に撮影を続行するか
否かなど、あらゆる状況判断が人間に委
ねられているというのが実情である。その
ため、ドローンオペレーターの教育・派遣
ビジネスがにわかに活気づき始めている
こともあわせて記しておきたい。

　期待と課題を抱えつつも少しずつ前進
しているのがドローンテクノロジーおよび
関連ビジネスの現状だと言って間違いは
なさそうだが、ここでいくつか注目されてい
るトピックについても紹介しておきたい。
　まず1つが「目視外飛行（B V LO S、
Beyond Visual Line of Sight）」だ。こ
れは、オペレーターが目で確認できるエ
リアより外でドローンを飛ばすことを指
す用語である。広大なエリアの調査・監
視や配達などの用途を想定した際、目視
外飛行が可能か否かは非常に重要な問
題となってくる。だが、ドローンは既存の
有人航空機やヘリコプターに比べて機体
が小さいため、積載できる機材や積載物
の量も相対的に少なくならざるをえない
という難点がある。積めるバッテリーサイ
ズにも限界があり、結果、飛行距離や飛
行継続時間も制限される。また前述した
ように、現段階では技術的に精度が十分
に担保されていない。目視外飛行が実用
化されていくのはまさにこれからだ。
　とはいえ、各国では目視外飛行の実現に
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いまや手ごろな価格で手に入るコンシューマー向け機種も増え、身近なテクノロジーとなりつつあるドローン。

その可能性は空撮だけにとどまらず、あらゆるモノがつながった世界において重要な役割を果たすデバイスとして、

さまざまな用途での実用化が進んできています。今号の『HuaWave』では、世界各地の最新のドローン活用事例と、

本格的な商用展開に向けた課題について、テクノロジーメディア『ROBOTEER』の運営者で

ドローンについての著書もある河鐘基氏が解説します。

河 鐘基（は・じょんぎ）

1983年、北海道生まれ。株式会社ロボティア代表。テクノロジーメ
ディア『ROBOTEER』を運営。著書に『ドローンの衝撃』『AI・ロボッ
ト開発、これが日本の勝利の法則』（扶桑社）など。自社でアジア地
域を中心とした海外テック動向の調査やメディア運営、コンテンツ
制作全般を請け負うかたわら、『Forbes JAPAN』 『週刊SPA！』な
ど各種メディアにテクノロジーから社会・政治問題まで幅広く寄稿
している。無限に広がる

ドローンの可能性

エンターテイメントから医療、農業まで――

誇大な評価は安定、実用化へ 強みは機動性とデータ収集

各産業における活用例

配送
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ドローンは産業用ロボットやスマート
フォン、家庭用AIスピーカーなどとはまた
異なるタイプの「実世界データ」を収集で
きる貴重な端末になると期待されている
のだ。世界には数多くのIoT端末がある
が、空中から情報を収集できる数少ない
ハードウェアの1つがドローンである。

　ここでは、こうした特長を活かしたド
ローンの実用例とその詳細を具体的に見
ていきたい。最もポピュラーなのは空撮だ
が、これはすでに広く認知されているので
割愛する。

　まず、空撮の次に思い浮かぶドローン
のユースケースが配送である。配送され
る物資には、一般的な消耗品や食品、ま
た医療品など多種多様なものが想定され
ている。現在、アマゾンや中国・京東
（Jingdong）、楽天などのEC大手や各国
郵便当局が中心となり導入が検討されて
いるドローン配送だが、実際のところ、実
用化された例はほぼゼロである。落下の
危険性などを考慮した際、法律的に許可
するのが難しいというのが各国規制当局
の実情のようだ。とはいえ、実用化への道
のりは局地的には着 と々進んでいると言
える。特筆すべき例としては、米国のス
タートアップ、ジップライン（Zipline）の
ケースがある。同社は自社開発のドローン
およびシステムを用いて、ルワンダのへき
地に血液を送り届けるサービスを展開し
ている。クライアントはルワンダ政府であ
る。同社はルワンダの首都圏外での血液
供給の約20％を担っており、飛行回数は
6,000回を超え、12,000パック以上の血
液を運んだ実績を誇っている。現在はタン
ザニアでもドローン配送システムの構築
を進めており、米国におけるドローン医療
品配送の商用化に向けても尽力中だ。
　筆者は、ドローン配送はまずインフラが
未整備な国や地域でサービスが研鑽され、

　ここであらためて、ドローンになぜ大き
な関心が寄せられているのか整理してみ
たい。空を飛ぶという以外に、ドローンに
は大きく2つの特長がある。
　1つは、「機動性および接近可能性」だ。
直径数cmから1mほどまでと、機体サイ
ズのラインナップが基本的に小型である
ドローンは、有人航空機やヘリコプター
に比べ活動できる空域・空間の制約が少
ない。空域に関しては、地上と高高度の
間、つまり低高度や中間高度で飛行タス
クを処理できるという特長がある。例え
ば、これまでの空撮は高高度まで上昇し
たヘリコプターなどから高性能な望遠カ
メラで撮影するのが一般的だった。しか
し、ドローンは相対的に低い高度、もしく
は場合によっては地面すれすれの高さを
飛行しながら撮影することができる。加え
て、大型の航空機が近寄れない狭所での
作業も実施できる。その「機動性および接
近可能性」という特長は、配達、インフラ
点検、屋内タスク、警備などさまざまな領
域にドローンを応用できるという期待につ
ながっている。
　2つめの特長は、「空中からデータ収集
ができる」ということだ。ドローンには可視
光カメラ（一般的なカメラ）だけではなく、
サーマルセンサー（熱感知）、超音波セン
サー、レーザーセンサーなどさまざまな
データ収集機器を搭載することができる。
つまり、人間が視覚で認識する以上の情
報を集めることができる。AIの発展ととも
にデータの価値が重要視されているいま、

　ドローンが世界的に広く注目を集め始
めたのは2015年前後。空飛ぶロボット
が人間に代わって自動で仕事をこなして
くれる――当時、そんな“SF世界”の到来
がメディアを中心にまことしやかに騒ぎ
立てられた。約3年の月日が流れた現在、
ドローンをまつり上げる誇大な評価・宣
伝は徐々に落ち着き始めている。業界の
関心も具体的かつ有効なユースケース
を模索する方向にシフトしてきた。関連
企業群のエコシステムが確立され始める
一方、競争によるサービス淘汰も加速し
ている。
　ドローンは自律飛行や遠隔制御が
可能な飛行体を総称する言葉で、別名
UAV（Unmanned Air Vehicle）、UAS

（Unmanned Aircraft Systems）とも呼
ばれる。歴史的に見れば、インターネット
などと同様に長らく軍事目的での開発・
研究・活用が主流だったが、2010年代以
降、いまや世界最大のメーカーとなった
中国・DJIの機体を中心に、コンシュー
マー向けや産業用途の製品およびソ
リューションが続 と々登場し始めている。
軍事用から商業用まですべてを含めた世
界市場規模は、2015年の86.8億ドル（約
9,635億円※）から、2020年には143.9億
ドル（約1兆5,973億円※）にまで成長する
と予測されている。詳しい金額は各調査
資料や統計によってばらつきがあるもの
の、産業用途のドローンおよびシステム
に関連する市場が今後大きく拡大・成長
するという見通しは共通している。

期待が寄せられている。またドローンは人
間の作業員より効率的に情報を収集でき
る場合が多く、コスト削減のメリットから
も導入が進もうとしている。
　測量やインフラ点検の現場は多種多
様だが、ドローンの用途は基本的に空中
から対象物のデータを収集することだけ
である。ソリューションを提供する企業の
多くは、収集したデータを解析ソフトなど
で加工したり、3D画像を生成したりして
クライアントに提示する。つまり最終納品
物はあくまで「ビジネスに有効なデータ」
で、ドローンは情報収集のための新たな
ツールという位置づけだ。
　ドローンを使った測量、点検・探査事業を
行う企業として知名度が高い企業には、英
国のスカイフューチャーズ（Sky-Futures）、
サイバーホーク（Cyberhawk）、米国の
プレシジョンホーク（PrecisionHawk）、
スイスのセンスフライ（senseFly）などが
ある。中でもスカイフューチャーズが提供
する油田・天然ガス探査ソリューション
は、人間の作業員チームが8週間かける
作業をドローン1台で5日まで短縮したと
いう成果が報じられている。
　なお、ドローンによるインフラ点検の今
後の展望としては、「完全自動化」がある。
人間のオペレーター（操縦者）が計画を
策定してボタンを1つ押すだけで、複数台
のドローンが情報を収集し、連動した解
析ソフトが有効なインサイトをはじき出す
というものである。まだまだ技術的な課題
は多いものの、実現した時のインパクトは
非常に大きいだろう。

タクシーといった名称で呼ばれている同分
野の先駆者は中国の億航（EHang）だろ
う。同社のドローンタクシー『EHang184』
は2016年のCESで初公開され、世界中
から大きな注目を浴びた。広報担当者に
よれば、2014年以来、すでに飛行テスト
の回数は数千回に及び、高度300ｍまで
垂直上昇するテスト、ペイロード230㎏の
積載テスト、8.8㎞の飛行距離テスト、時
速130㎞の高速飛行テスト、台風・霧・夜
間・砂漠・沿岸などの環境条件テストなど
広範にわたる検証が行われているという。
試乗した乗客数は、2017年末時点で40

名以上にのぼるそうだ。
　このほかにパッセンジャードローンを開
発している企業としては、ドイツのイーボ
ロ（E-Volo）がある。同社も2013年に初の
有人飛行テストに成功して以来、テストを
繰り返している。公開された機体
『VC200』は9つのバッテリー、18個の電気
モーター、18の回転翼を搭載し、機体重
量は450㎏。重量をなるべく減らすため、
軽くて丈夫な炭素繊維が素材に使用され
ている。操作も簡単で、コックピット内に
備え付けられたナビゲーション画面に目的
地を入力したり、ジョイスティックを動かし
たりすることで簡単に操縦でき、ヘリコプ
ターなどの有人機のように長時間にわた
る操縦訓練を受ける必要がないという。
　ドローンの飛行に関する法規制は非常
に厳しいが、人を乗せるとなるとそのハー
ドルはさらに上がる。今後、実用化までに
どれくらいの時間がかかるか非常に気に
なるところだ。

備え法規制が着 と々進められている。日
本では今年3月末に目視外飛行許可に関
する要件を政府が公表し、「飛行場所は
第三者が立ち入る可能性の低い場所
（山、海水域、河川・湖沼、森林等）を選
定すること」「飛行高度は、有人航空機が
通常飛行しない150m未満でかつ制限表
面未満であること」などを定めている。一
方、米国では個別審査となっているが、
これまで約1,200件の申請がなされている
ものの、99％が非承認と、実質的に「認め
ていない」のと同義と言えそうだ。こうした
状況を打破するために、プレシジョンホー
クなど、目視外飛行に対応した技術プ
ラットフォームをリリースする企業も現れ
始めている。
　また「群集飛行」もドローンビジネスの
可能性を広げる技術となりそうだ。最近
では、韓国・平昌五輪の開会式で約
1,200台ものドローンを同時に飛ばした
インテルのシステム『シューティングス
ター』や、ラトビアのスタートアップSPH 

Engineeringが開発した照明や花火など
も一緒にコントロールできる『Drone 

Show Software』に注目が集まっている。
これらはエンターテイメントやアート領域
での利用が主に想定されているが、今後
は飛行距離・時間ともに制限があるド
ローンの活動領域を広げてくれる技術と
なっていくかもしれない。例えば、ドローン
が広域の山林で捜査活動や消火活動を
担うとなれば、群集飛行技術は欠かせな
いものとなってくるだろう。
　加えて「人工知能×ドローン」という話
題もホットだ。特に画像認識技術との組
み合わせには期待が集まる。活用例には
インフラ点検がある。これまで、インフラ
の破損・欠損具合は人間の作業員が目
視で確認・判断する必要があった。しか
し、ドローンが撮影した大量の画像デー
タをAIに学習させ精度を上げていけば、
点検・保守作業を自動化できるように
なっていくだろう。それ以外にも、野生
動物や害獣などを発見する、農作物の

健全な育成を見守るといった用途にも、
「人工知能×ドローン」の視点は有効と
なってくるはずである。

　今後のドローンの発展と関連して切っ
ても切り離せないのが「通信」だ。前述した
ように、ドローンは自律的に飛行しなが
ら、各産業分野でより多くのタスクを担う
ことが期待されている。パッセンジャード
ローンの実現が現実味を帯びてきている
ように、いずれは人を乗せて飛ぶことにも
なるだろう。その際、落下などのリスクを
避けるためには、万全な通信インフラがま
ず整備される必要がある。また、放送や
監視業務などで使われる場合、リアルタ
イムで動画を中継するなどの需要も生ま
れてくるのは確実だ。そうした用途にも、
大容量データを高速かつ安定して送れる
通信インフラが必須になってくる。落下の
リスク、リアルタイム中継による大容量需
要に加え、上述の目視外飛行の際には途
切れない通信が広範囲で必要になる。そ
のため、セルラー、中でも大容量データ
の通信や低遅延を可能にする5G（第5世
代移動通信システム）の商用化と普及が
重要になってこよう。
　最後に日本におけるドローン利活用の
将来についても少々触れたい。やはりド
ローンの現段階での本質は「空を飛ぶこ
と」と「データを集めること」の2つに集約
されるように思える。言い換えれば、「空
飛ぶカメラ・センサー」であり、それ以上
でも、それ以下でもない。モノを運ぶ、

作業を担うなどの機能は今後のフェーズ
で段階的に実用化されるもので、乗り越
えるべき課題はまだたくさんある。
　「空飛ぶカメラ・センサー」を有効活用す
るためには、ドローン自体を理解するのも
もちろん重要だが、それにも増して欠かせ
ないことがある。それは、ドローンが活用
されようとしている分野・領域についてよく
知るということである。前述の伊那市の鹿
検知コンペに参加したエンジニアの1人
は、「ドローンよりも、鹿の生息場所や移動
習慣、体温などに対して深い知見がなけ
れば、有効なソリューションを生み出せな
いと痛感した」と大会を振り返っている。
　筆者は、今後のドローン産業の発展
のカギとなるのは「協業」と「多様性」だと
考える。各分野の課題を熟知したエキス
パートとドローン専門家とのコラボレー
ションにより、「空飛ぶカメラ・センサー」
であるドローン、そしてドローンが収集し
たデータが活きてくる。またデータを多
様な見地から解析したり、横断活用する
ことで、新たな商機が生まれてくるはず
である。
　ドローン利活用を考える際には、「ド
ローンと人間の協業体制」の構築を図る
必要もある。測量であれ、インフラ点検
であれ、農業における利用であれ、現段
階ではドローンは技術的過渡期にあり、
オペレーターなどの人間とドローンの効
率的な協業体制が必須だ。言い換えれ
ば、ドローンと人間の分業をいかに進め
ていくかという「線引き」が非常に重要に
なってくる。
　現在、ハードウェア開発においては、中
国・DJIが市場をほぼ席巻した状況だ。機
体性能に比例した価格競争では独走状
態にあり、3DR社など欧米大手もハード
ウェア事業から撤退する流れにある。仮
に新たに業界勢力図を塗り替えられるプ
レイヤーがいるとすれば、それは各現場
で起きている課題をしっかりと見据え、「と
もに解決する」というスタンスを徹底した
企業になるはずだ。

その後、先進国や都心部にサービス展開
されるというプロセスを経るだろうと予想
している。フィンテックや配車サービスな
どと同様に、需要があるのにインフラがな
い、もしくは不十分な地域から実用化が
進むパターンである。日本で似たようなア
プローチを進めているのが、香川県高松
市を拠点とするスタートアップ「かもめ
や」だ。同社は米国や中国、カナダ、オー
ストラリアなどにならった「大陸型ド
ローン配送」ではなく、配送インフラが乏
しい多くの離島が散在している日本の状
況に合わせたソリューションを提案。陸
海空の無人物流技術を組み合わせた「島
国型無人物流プラットフォーム」の構築
を進めている。

　ドローンの利活用が進む分野に測量お
よびインフラ点検がある。特にインフラ点
検は需要が高く、風車や陸橋のような高
所、油田や天然ガスの採掘現場などでの
作業は困難や危険が伴うため、人間の作
業員の安全性確保という目的でドローンに

　農業分野では、「種まき」「農薬散布」
「作物・土壌のモニタリング」などの用途
でドローンの利活用が進む。従来の農作
業は人間の勘や経験に負うところが大き
かったが、ドローンが各種データを収集
できるようになったことで、土壌や作物の
状況を客観的に評価できるようになりつ
つある。いわゆる「篤農家」と呼ばれてい
た人たちの知見・ノウハウを、機械やシス
テムで再現できるようになったと言えばわ
かりやすいだろうか。
　例えば、米国のエアロヴィロンメント
（AeroVironment）はドローンとクラウド
分析サービスを融合し、大規模な農場経
営の効率性を高めることを目標とする。同
社戦略担当副社長スティーブ・ギトリン
（Steve Gitlin）氏はメディア取材に答え、
「ほとんどの農家は自ら耕作地に足を
運んで農作業を行うが、面積が100エー
カーを超えると、一定の時間で全体を見
て回るのは非常に困難になる。そのため
以前の経験とサンプルに依存することに
なる」と指摘。より広範なエリアのデータ
を収集できるドローンの有用性について
示唆している。
　一方で、農薬散布に関しては技術的
課題がある。空中から散布する場合、風
や大気の状況、ドローンの動きを計算・
考慮したうえで、必要な量を適切な箇所
にまかなければならない。米国の厳しい
審査をクリアした農薬散布用小型無人飛
行機『RMAX』を開発したヤマハ発動機の
関係者は、農薬を一定に散布する技術の
実現はとても難しく、各国の食の品質に
関するガイドラインや、食の安全に関する
人々の意識にも配慮が求められると強調
する。農薬がしっかりと作物に行き渡らな
かったり、逆に散布量が多過ぎたりといっ
たトラブルがあれば、最悪の場合、生産
された農作物がすべて廃棄されてしまう
ことも起こりうるからだ。現在、日本や世
界各国では農薬が足りていない箇所を

認識して自動散布を行うソリューションが
開発・テストされているが、食の安全性を
徹底的に担保するためには、農薬の散布
量および箇所を完全に制御できるよう、ソ
フトウェア・ハードウェア双方の技術向上
がシビアに問われてくるはずである。

　野生動物の保護や調査、害獣駆除など
にも、ドローンは広く活用され始めている。
ブラジルやアフリカでは、人間や家畜に伝
染病をもたらす蚊や蝿などの害虫駆除に
ドローンが積極的に利用されており、オー
ストラリアでは海岸近くに現れる人食いザ
メを発見するため、AI搭載ドローンが実践
投入されるなどの実例が報告されている。
　日本では、長野県伊那市の例がある。
伊那市は2017年10月に開催した「ド
ローン・フェス in INA Valley 2017」とい
うイベントの目玉企画として、ドローンを
使った「鹿検知コンペ」を企画した。少子
高齢化で人的リソースが減少するなか、
農作物や高山植物への被害、表土の崩
落などの原因を引き起こす鹿を効率的に
発見する必要があり、ドローンに白羽の
矢が立ったというわけだ。大会では機械
学習や熱感知などさまざまな手法を取り
入れた鹿検知手法が紹介された。

　人間が搭乗するモビリティ手段として
のドローンも、研究・開発・投資が着 と々
進んでいる。パッセンジャードローンや
AAT（Autonomous Air Taxis）、ドローン

　ここまでに挙げた実用例の他にも、ド
ローンが活用されるシーンは多い。エン
ターテイメントやアート、広告、国境監
視や海岸警備、行方不明者の捜索、防
災・消火など枚挙に暇がない。一方で、
刑務所への物資の密輸や麻薬取引、盗
撮など、犯罪やテロにドローンが悪用さ
れるケースも続 と々報告されており、それ
ら違法なドローンを発見・迎撃するため
の「アンチドローンシステム市場」も形成
され始めている。
　一方、ドローンの“売り”の1つは自律飛
行とされているが、その飛行精度は通信
環境や、風・雨など天候要因に大きく左
右されてしまう。3,700時間以上の運用
実績を誇る日本のトップオペレーターの1 

人は、ドローン業務が増えるにつれ「筋ト
レが日課になった」とコメントしつつ、その
背景についてこう述べている。
　「ドローンを使えば現場作業が自動化
でき、簡単に業務が進むと期待されてい
ますが、実際には測量やインフラ点検にド
ローンを使うにはまだ技術面での壁があ
ります。現段階で、その壁を補うのはオペ
レーターの仕事。テクノロジーの限界を
見極めつつ、集中力を維持しながらド
ローンの操縦作業を行うためには、オペ
レーターの体力が必要です。業務に携わ
る同業者の中でも、『体力勝負』という話が
よく出てきます。長い時には1日合計5時
間ほど操縦することもあります。GPSの届
かない制御の難しい環境でのフライトや、

長時間の操縦を1週間連続で行うケース
もあります。それでも、毎回のフライトで
は集中力を同じだけ発揮しなければなり
ません。仮に注意が散漫になって機体を
墜落させてしまえば、クライアントに迷惑
がかかるだけでなく、人やモノにも被害が
及びます」
　用途によって差はあるものの、ドローン
技術は自律飛行でタスクのすべてをこな
せる段階には至っていない。どんな機体
を選ぶか、どんなカメラを積載するか、構
造物に対してどれくらいの距離を保って
撮影するか、画像の解像度をどう担保す
るか、天候が悪い日に撮影を続行するか
否かなど、あらゆる状況判断が人間に委
ねられているというのが実情である。その
ため、ドローンオペレーターの教育・派遣
ビジネスがにわかに活気づき始めている
こともあわせて記しておきたい。

　期待と課題を抱えつつも少しずつ前進
しているのがドローンテクノロジーおよび
関連ビジネスの現状だと言って間違いは
なさそうだが、ここでいくつか注目されてい
るトピックについても紹介しておきたい。
　まず1つが「目視外飛行（B V LO S、
Beyond Visual Line of Sight）」だ。こ
れは、オペレーターが目で確認できるエ
リアより外でドローンを飛ばすことを指
す用語である。広大なエリアの調査・監
視や配達などの用途を想定した際、目視
外飛行が可能か否かは非常に重要な問
題となってくる。だが、ドローンは既存の
有人航空機やヘリコプターに比べて機体
が小さいため、積載できる機材や積載物
の量も相対的に少なくならざるをえない
という難点がある。積めるバッテリーサイ
ズにも限界があり、結果、飛行距離や飛
行継続時間も制限される。また前述した
ように、現段階では技術的に精度が十分
に担保されていない。目視外飛行が実用
化されていくのはまさにこれからだ。
　とはいえ、各国では目視外飛行の実現に
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■伊那市の鹿検知コンペ。大会当日は深い霧で山中が覆われ、害獣駆除の難しさが実感された  ■『EHang184』は
有人のテスト飛行を着 と々実施。これまでに40名以上の乗客が試乗している

■■ジップラインは2016年からルワンダでドローンによる血液供給サービスを提供 ■かもめやがスロヴェニアの
スタートアップと共同開発した次世代物資輸送無人航空機『カモメコプター』。無人輸送船、無人輸送車と組み
合わせることで、人口密集地や狭小地、離島などへ物資を輸送する「島国型」のプラットフォームを目指す。写真は
今年2月、スロヴェニアで実施された飛行試験の様子

北海やバルト海、マレーシア沖など世界各地でド
ローンによる油田の点検・探査を行ってきたスカイ
フューチャーズは、2016年にメキシコ湾岸油田では
初となるドローン探査を実施。人間による探査よりも
高い安全性と効率を実現し、コストの削減にもつな
がっている

ヤマハ発動機は早くも1980年代から農薬散布用小
型無人飛行機の開発に取り組んできた。写真は
『RMAX』 の後継機『FAZER』

完全自動化はまだまだ先
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ドローンは産業用ロボットやスマート
フォン、家庭用AIスピーカーなどとはまた
異なるタイプの「実世界データ」を収集で
きる貴重な端末になると期待されている
のだ。世界には数多くのIoT端末がある
が、空中から情報を収集できる数少ない
ハードウェアの1つがドローンである。

　ここでは、こうした特長を活かしたド
ローンの実用例とその詳細を具体的に見
ていきたい。最もポピュラーなのは空撮だ
が、これはすでに広く認知されているので
割愛する。

　まず、空撮の次に思い浮かぶドローン
のユースケースが配送である。配送され
る物資には、一般的な消耗品や食品、ま
た医療品など多種多様なものが想定され
ている。現在、アマゾンや中国・京東
（Jingdong）、楽天などのEC大手や各国
郵便当局が中心となり導入が検討されて
いるドローン配送だが、実際のところ、実
用化された例はほぼゼロである。落下の
危険性などを考慮した際、法律的に許可
するのが難しいというのが各国規制当局
の実情のようだ。とはいえ、実用化への道
のりは局地的には着 と々進んでいると言
える。特筆すべき例としては、米国のス
タートアップ、ジップライン（Zipline）の
ケースがある。同社は自社開発のドローン
およびシステムを用いて、ルワンダのへき
地に血液を送り届けるサービスを展開し
ている。クライアントはルワンダ政府であ
る。同社はルワンダの首都圏外での血液
供給の約20％を担っており、飛行回数は
6,000回を超え、12,000パック以上の血
液を運んだ実績を誇っている。現在はタン
ザニアでもドローン配送システムの構築
を進めており、米国におけるドローン医療
品配送の商用化に向けても尽力中だ。
　筆者は、ドローン配送はまずインフラが
未整備な国や地域でサービスが研鑽され、

　ここであらためて、ドローンになぜ大き
な関心が寄せられているのか整理してみ
たい。空を飛ぶという以外に、ドローンに
は大きく2つの特長がある。
　1つは、「機動性および接近可能性」だ。
直径数cmから1mほどまでと、機体サイ
ズのラインナップが基本的に小型である
ドローンは、有人航空機やヘリコプター
に比べ活動できる空域・空間の制約が少
ない。空域に関しては、地上と高高度の
間、つまり低高度や中間高度で飛行タス
クを処理できるという特長がある。例え
ば、これまでの空撮は高高度まで上昇し
たヘリコプターなどから高性能な望遠カ
メラで撮影するのが一般的だった。しか
し、ドローンは相対的に低い高度、もしく
は場合によっては地面すれすれの高さを
飛行しながら撮影することができる。加え
て、大型の航空機が近寄れない狭所での
作業も実施できる。その「機動性および接
近可能性」という特長は、配達、インフラ
点検、屋内タスク、警備などさまざまな領
域にドローンを応用できるという期待につ
ながっている。
　2つめの特長は、「空中からデータ収集
ができる」ということだ。ドローンには可視
光カメラ（一般的なカメラ）だけではなく、
サーマルセンサー（熱感知）、超音波セン
サー、レーザーセンサーなどさまざまな
データ収集機器を搭載することができる。
つまり、人間が視覚で認識する以上の情
報を集めることができる。AIの発展ととも
にデータの価値が重要視されているいま、

　ドローンが世界的に広く注目を集め始
めたのは2015年前後。空飛ぶロボット
が人間に代わって自動で仕事をこなして
くれる――当時、そんな“SF世界”の到来
がメディアを中心にまことしやかに騒ぎ
立てられた。約3年の月日が流れた現在、
ドローンをまつり上げる誇大な評価・宣
伝は徐々に落ち着き始めている。業界の
関心も具体的かつ有効なユースケース
を模索する方向にシフトしてきた。関連
企業群のエコシステムが確立され始める
一方、競争によるサービス淘汰も加速し
ている。
　ドローンは自律飛行や遠隔制御が
可能な飛行体を総称する言葉で、別名
UAV（Unmanned Air Vehicle）、UAS

（Unmanned Aircraft Systems）とも呼
ばれる。歴史的に見れば、インターネット
などと同様に長らく軍事目的での開発・
研究・活用が主流だったが、2010年代以
降、いまや世界最大のメーカーとなった
中国・DJIの機体を中心に、コンシュー
マー向けや産業用途の製品およびソ
リューションが続 と々登場し始めている。
軍事用から商業用まですべてを含めた世
界市場規模は、2015年の86.8億ドル（約
9,635億円※）から、2020年には143.9億
ドル（約1兆5,973億円※）にまで成長する
と予測されている。詳しい金額は各調査
資料や統計によってばらつきがあるもの
の、産業用途のドローンおよびシステム
に関連する市場が今後大きく拡大・成長
するという見通しは共通している。

期待が寄せられている。またドローンは人
間の作業員より効率的に情報を収集でき
る場合が多く、コスト削減のメリットから
も導入が進もうとしている。
　測量やインフラ点検の現場は多種多
様だが、ドローンの用途は基本的に空中
から対象物のデータを収集することだけ
である。ソリューションを提供する企業の
多くは、収集したデータを解析ソフトなど
で加工したり、3D画像を生成したりして
クライアントに提示する。つまり最終納品
物はあくまで「ビジネスに有効なデータ」
で、ドローンは情報収集のための新たな
ツールという位置づけだ。
　ドローンを使った測量、点検・探査事業を
行う企業として知名度が高い企業には、英
国のスカイフューチャーズ（Sky-Futures）、
サイバーホーク（Cyberhawk）、米国の
プレシジョンホーク（PrecisionHawk）、
スイスのセンスフライ（senseFly）などが
ある。中でもスカイフューチャーズが提供
する油田・天然ガス探査ソリューション
は、人間の作業員チームが8週間かける
作業をドローン1台で5日まで短縮したと
いう成果が報じられている。
　なお、ドローンによるインフラ点検の今
後の展望としては、「完全自動化」がある。
人間のオペレーター（操縦者）が計画を
策定してボタンを1つ押すだけで、複数台
のドローンが情報を収集し、連動した解
析ソフトが有効なインサイトをはじき出す
というものである。まだまだ技術的な課題
は多いものの、実現した時のインパクトは
非常に大きいだろう。

タクシーといった名称で呼ばれている同分
野の先駆者は中国の億航（EHang）だろ
う。同社のドローンタクシー『EHang184』
は2016年のCESで初公開され、世界中
から大きな注目を浴びた。広報担当者に
よれば、2014年以来、すでに飛行テスト
の回数は数千回に及び、高度300ｍまで
垂直上昇するテスト、ペイロード230㎏の
積載テスト、8.8㎞の飛行距離テスト、時
速130㎞の高速飛行テスト、台風・霧・夜
間・砂漠・沿岸などの環境条件テストなど
広範にわたる検証が行われているという。
試乗した乗客数は、2017年末時点で40

名以上にのぼるそうだ。
　このほかにパッセンジャードローンを開
発している企業としては、ドイツのイーボ
ロ（E-Volo）がある。同社も2013年に初の
有人飛行テストに成功して以来、テストを
繰り返している。公開された機体
『VC200』は9つのバッテリー、18個の電気
モーター、18の回転翼を搭載し、機体重
量は450㎏。重量をなるべく減らすため、
軽くて丈夫な炭素繊維が素材に使用され
ている。操作も簡単で、コックピット内に
備え付けられたナビゲーション画面に目的
地を入力したり、ジョイスティックを動かし
たりすることで簡単に操縦でき、ヘリコプ
ターなどの有人機のように長時間にわた
る操縦訓練を受ける必要がないという。
　ドローンの飛行に関する法規制は非常
に厳しいが、人を乗せるとなるとそのハー
ドルはさらに上がる。今後、実用化までに
どれくらいの時間がかかるか非常に気に
なるところだ。

備え法規制が着 と々進められている。日
本では今年3月末に目視外飛行許可に関
する要件を政府が公表し、「飛行場所は
第三者が立ち入る可能性の低い場所
（山、海水域、河川・湖沼、森林等）を選
定すること」「飛行高度は、有人航空機が
通常飛行しない150m未満でかつ制限表
面未満であること」などを定めている。一
方、米国では個別審査となっているが、
これまで約1,200件の申請がなされている
ものの、99％が非承認と、実質的に「認め
ていない」のと同義と言えそうだ。こうした
状況を打破するために、プレシジョンホー
クなど、目視外飛行に対応した技術プ
ラットフォームをリリースする企業も現れ
始めている。
　また「群集飛行」もドローンビジネスの
可能性を広げる技術となりそうだ。最近
では、韓国・平昌五輪の開会式で約
1,200台ものドローンを同時に飛ばした
インテルのシステム『シューティングス
ター』や、ラトビアのスタートアップSPH 

Engineeringが開発した照明や花火など
も一緒にコントロールできる『Drone 

Show Software』に注目が集まっている。
これらはエンターテイメントやアート領域
での利用が主に想定されているが、今後
は飛行距離・時間ともに制限があるド
ローンの活動領域を広げてくれる技術と
なっていくかもしれない。例えば、ドローン
が広域の山林で捜査活動や消火活動を
担うとなれば、群集飛行技術は欠かせな
いものとなってくるだろう。
　加えて「人工知能×ドローン」という話
題もホットだ。特に画像認識技術との組
み合わせには期待が集まる。活用例には
インフラ点検がある。これまで、インフラ
の破損・欠損具合は人間の作業員が目
視で確認・判断する必要があった。しか
し、ドローンが撮影した大量の画像デー
タをAIに学習させ精度を上げていけば、
点検・保守作業を自動化できるように
なっていくだろう。それ以外にも、野生
動物や害獣などを発見する、農作物の

健全な育成を見守るといった用途にも、
「人工知能×ドローン」の視点は有効と
なってくるはずである。

　今後のドローンの発展と関連して切っ
ても切り離せないのが「通信」だ。前述した
ように、ドローンは自律的に飛行しなが
ら、各産業分野でより多くのタスクを担う
ことが期待されている。パッセンジャード
ローンの実現が現実味を帯びてきている
ように、いずれは人を乗せて飛ぶことにも
なるだろう。その際、落下などのリスクを
避けるためには、万全な通信インフラがま
ず整備される必要がある。また、放送や
監視業務などで使われる場合、リアルタ
イムで動画を中継するなどの需要も生ま
れてくるのは確実だ。そうした用途にも、
大容量データを高速かつ安定して送れる
通信インフラが必須になってくる。落下の
リスク、リアルタイム中継による大容量需
要に加え、上述の目視外飛行の際には途
切れない通信が広範囲で必要になる。そ
のため、セルラー、中でも大容量データ
の通信や低遅延を可能にする5G（第5世
代移動通信システム）の商用化と普及が
重要になってこよう。
　最後に日本におけるドローン利活用の
将来についても少々触れたい。やはりド
ローンの現段階での本質は「空を飛ぶこ
と」と「データを集めること」の2つに集約
されるように思える。言い換えれば、「空
飛ぶカメラ・センサー」であり、それ以上
でも、それ以下でもない。モノを運ぶ、

作業を担うなどの機能は今後のフェーズ
で段階的に実用化されるもので、乗り越
えるべき課題はまだたくさんある。
　「空飛ぶカメラ・センサー」を有効活用す
るためには、ドローン自体を理解するのも
もちろん重要だが、それにも増して欠かせ
ないことがある。それは、ドローンが活用
されようとしている分野・領域についてよく
知るということである。前述の伊那市の鹿
検知コンペに参加したエンジニアの1人
は、「ドローンよりも、鹿の生息場所や移動
習慣、体温などに対して深い知見がなけ
れば、有効なソリューションを生み出せな
いと痛感した」と大会を振り返っている。
　筆者は、今後のドローン産業の発展
のカギとなるのは「協業」と「多様性」だと
考える。各分野の課題を熟知したエキス
パートとドローン専門家とのコラボレー
ションにより、「空飛ぶカメラ・センサー」
であるドローン、そしてドローンが収集し
たデータが活きてくる。またデータを多
様な見地から解析したり、横断活用する
ことで、新たな商機が生まれてくるはず
である。
　ドローン利活用を考える際には、「ド
ローンと人間の協業体制」の構築を図る
必要もある。測量であれ、インフラ点検
であれ、農業における利用であれ、現段
階ではドローンは技術的過渡期にあり、
オペレーターなどの人間とドローンの効
率的な協業体制が必須だ。言い換えれ
ば、ドローンと人間の分業をいかに進め
ていくかという「線引き」が非常に重要に
なってくる。
　現在、ハードウェア開発においては、中
国・DJIが市場をほぼ席巻した状況だ。機
体性能に比例した価格競争では独走状
態にあり、3DR社など欧米大手もハード
ウェア事業から撤退する流れにある。仮
に新たに業界勢力図を塗り替えられるプ
レイヤーがいるとすれば、それは各現場
で起きている課題をしっかりと見据え、「と
もに解決する」というスタンスを徹底した
企業になるはずだ。

その後、先進国や都心部にサービス展開
されるというプロセスを経るだろうと予想
している。フィンテックや配車サービスな
どと同様に、需要があるのにインフラがな
い、もしくは不十分な地域から実用化が
進むパターンである。日本で似たようなア
プローチを進めているのが、香川県高松
市を拠点とするスタートアップ「かもめ
や」だ。同社は米国や中国、カナダ、オー
ストラリアなどにならった「大陸型ド
ローン配送」ではなく、配送インフラが乏
しい多くの離島が散在している日本の状
況に合わせたソリューションを提案。陸
海空の無人物流技術を組み合わせた「島
国型無人物流プラットフォーム」の構築
を進めている。

　ドローンの利活用が進む分野に測量お
よびインフラ点検がある。特にインフラ点
検は需要が高く、風車や陸橋のような高
所、油田や天然ガスの採掘現場などでの
作業は困難や危険が伴うため、人間の作
業員の安全性確保という目的でドローンに

　農業分野では、「種まき」「農薬散布」
「作物・土壌のモニタリング」などの用途
でドローンの利活用が進む。従来の農作
業は人間の勘や経験に負うところが大き
かったが、ドローンが各種データを収集
できるようになったことで、土壌や作物の
状況を客観的に評価できるようになりつ
つある。いわゆる「篤農家」と呼ばれてい
た人たちの知見・ノウハウを、機械やシス
テムで再現できるようになったと言えばわ
かりやすいだろうか。
　例えば、米国のエアロヴィロンメント
（AeroVironment）はドローンとクラウド
分析サービスを融合し、大規模な農場経
営の効率性を高めることを目標とする。同
社戦略担当副社長スティーブ・ギトリン
（Steve Gitlin）氏はメディア取材に答え、
「ほとんどの農家は自ら耕作地に足を
運んで農作業を行うが、面積が100エー
カーを超えると、一定の時間で全体を見
て回るのは非常に困難になる。そのため
以前の経験とサンプルに依存することに
なる」と指摘。より広範なエリアのデータ
を収集できるドローンの有用性について
示唆している。
　一方で、農薬散布に関しては技術的
課題がある。空中から散布する場合、風
や大気の状況、ドローンの動きを計算・
考慮したうえで、必要な量を適切な箇所
にまかなければならない。米国の厳しい
審査をクリアした農薬散布用小型無人飛
行機『RMAX』を開発したヤマハ発動機の
関係者は、農薬を一定に散布する技術の
実現はとても難しく、各国の食の品質に
関するガイドラインや、食の安全に関する
人々の意識にも配慮が求められると強調
する。農薬がしっかりと作物に行き渡らな
かったり、逆に散布量が多過ぎたりといっ
たトラブルがあれば、最悪の場合、生産
された農作物がすべて廃棄されてしまう
ことも起こりうるからだ。現在、日本や世
界各国では農薬が足りていない箇所を

認識して自動散布を行うソリューションが
開発・テストされているが、食の安全性を
徹底的に担保するためには、農薬の散布
量および箇所を完全に制御できるよう、ソ
フトウェア・ハードウェア双方の技術向上
がシビアに問われてくるはずである。

　野生動物の保護や調査、害獣駆除など
にも、ドローンは広く活用され始めている。
ブラジルやアフリカでは、人間や家畜に伝
染病をもたらす蚊や蝿などの害虫駆除に
ドローンが積極的に利用されており、オー
ストラリアでは海岸近くに現れる人食いザ
メを発見するため、AI搭載ドローンが実践
投入されるなどの実例が報告されている。
　日本では、長野県伊那市の例がある。
伊那市は2017年10月に開催した「ド
ローン・フェス in INA Valley 2017」とい
うイベントの目玉企画として、ドローンを
使った「鹿検知コンペ」を企画した。少子
高齢化で人的リソースが減少するなか、
農作物や高山植物への被害、表土の崩
落などの原因を引き起こす鹿を効率的に
発見する必要があり、ドローンに白羽の
矢が立ったというわけだ。大会では機械
学習や熱感知などさまざまな手法を取り
入れた鹿検知手法が紹介された。

　人間が搭乗するモビリティ手段として
のドローンも、研究・開発・投資が着 と々
進んでいる。パッセンジャードローンや
AAT（Autonomous Air Taxis）、ドローン

　ここまでに挙げた実用例の他にも、ド
ローンが活用されるシーンは多い。エン
ターテイメントやアート、広告、国境監
視や海岸警備、行方不明者の捜索、防
災・消火など枚挙に暇がない。一方で、
刑務所への物資の密輸や麻薬取引、盗
撮など、犯罪やテロにドローンが悪用さ
れるケースも続 と々報告されており、それ
ら違法なドローンを発見・迎撃するため
の「アンチドローンシステム市場」も形成
され始めている。
　一方、ドローンの“売り”の1つは自律飛
行とされているが、その飛行精度は通信
環境や、風・雨など天候要因に大きく左
右されてしまう。3,700時間以上の運用
実績を誇る日本のトップオペレーターの1 

人は、ドローン業務が増えるにつれ「筋ト
レが日課になった」とコメントしつつ、その
背景についてこう述べている。
　「ドローンを使えば現場作業が自動化
でき、簡単に業務が進むと期待されてい
ますが、実際には測量やインフラ点検にド
ローンを使うにはまだ技術面での壁があ
ります。現段階で、その壁を補うのはオペ
レーターの仕事。テクノロジーの限界を
見極めつつ、集中力を維持しながらド
ローンの操縦作業を行うためには、オペ
レーターの体力が必要です。業務に携わ
る同業者の中でも、『体力勝負』という話が
よく出てきます。長い時には1日合計5時
間ほど操縦することもあります。GPSの届
かない制御の難しい環境でのフライトや、

長時間の操縦を1週間連続で行うケース
もあります。それでも、毎回のフライトで
は集中力を同じだけ発揮しなければなり
ません。仮に注意が散漫になって機体を
墜落させてしまえば、クライアントに迷惑
がかかるだけでなく、人やモノにも被害が
及びます」
　用途によって差はあるものの、ドローン
技術は自律飛行でタスクのすべてをこな
せる段階には至っていない。どんな機体
を選ぶか、どんなカメラを積載するか、構
造物に対してどれくらいの距離を保って
撮影するか、画像の解像度をどう担保す
るか、天候が悪い日に撮影を続行するか
否かなど、あらゆる状況判断が人間に委
ねられているというのが実情である。その
ため、ドローンオペレーターの教育・派遣
ビジネスがにわかに活気づき始めている
こともあわせて記しておきたい。

　期待と課題を抱えつつも少しずつ前進
しているのがドローンテクノロジーおよび
関連ビジネスの現状だと言って間違いは
なさそうだが、ここでいくつか注目されてい
るトピックについても紹介しておきたい。
　まず1つが「目視外飛行（B V LO S、
Beyond Visual Line of Sight）」だ。こ
れは、オペレーターが目で確認できるエ
リアより外でドローンを飛ばすことを指
す用語である。広大なエリアの調査・監
視や配達などの用途を想定した際、目視
外飛行が可能か否かは非常に重要な問
題となってくる。だが、ドローンは既存の
有人航空機やヘリコプターに比べて機体
が小さいため、積載できる機材や積載物
の量も相対的に少なくならざるをえない
という難点がある。積めるバッテリーサイ
ズにも限界があり、結果、飛行距離や飛
行継続時間も制限される。また前述した
ように、現段階では技術的に精度が十分
に担保されていない。目視外飛行が実用
化されていくのはまさにこれからだ。
　とはいえ、各国では目視外飛行の実現に
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　すべてがつながったインテリジェントな世界の実現に向けて、さまざ
まな領域のパートナーとともに無線通信の可能性を広げるイノベー
ションに取り組むファーウェイのワイヤレスXラボ。その注力分野の1つ
が、コネクテッドドローンです。2017年11月に同ラボが発表した「デジ
タルスカイ計画」は、高度300m 前後の低空域でネットワークカバレッ
ジを提供し、ドローン活用のための高度な試験環境を構築することを
目指しています。
　この計画のもと、昨年は京東や億航を含むパートナー各社とともに
上海にデジタルスカイハブを設置。こうした拠点は今後、欧州、カナダ、
韓国などにも展開していく予定です。また、南京、広州、杭州、上海に
おいて、中国民用航空局とチャイナモバイル（中国移動）、億航などと共
同で低空域のセルラー接続テストを実施し、4Gのライブネットワークを
使用して安全なドローン飛行が可能であることを確認しました。
　超広帯域、超低遅延、高信頼性、広範なカバレッジを実現する次世
代の5G ネットワークではドローンの能力はさらに向上します。5Gの商
用化に向けて、ワイヤレスXラボは引き続きコネクテッドドローンの活用
推進に向けた取り組みに注力していきます。

『Drone Show Software』は花火や発煙器、LED
ライトを搭載した複数のドローンを制御することで、
見事なショーを作り上げる

※1米ドル＝111円で換算

ドローンと通信で低空域のデジタル経済の実現を目指す

ファーウェイの「デジタルスカイ計画」

技術発展で広がる可能性

協業と多様性がドローン発展の礎

上海のデジタルスカイハブでは、半径3km・高度200mまでの飛行が可能なエリアを2か所に
設置。さまざまなシナリオでのコネクテッドドローンの活用を実地でテストできる環境を整え
ている（左） 深圳のファーウェイ本社ではコーヒーのドローン配達のデモを実施。スマート
フォンで注文すると注文者がいる場所までコーヒーを届けてくれる（右）

デジタルスカイ計画の概要

・コネクテッドドローンの
活用に向けたデモサイト
を構築
・移動体通信ネットワー
クベースの管理に向け
た標準化を促進

・フィールドテストの実施
・5か国以上で小規模な
商用化を実現

・低空域でのデジタル
ネットワークサービスを
商用化
・同空域で30％以上の通
信カバレッジを実現

第1段階
（2017年～2018年） （2019年～2020年） （2020年～）

第2段階 第3段階
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創薬治験にウェアラブルを活用
慶應義塾大学医学部耳鼻咽喉科学教室 藤岡正人氏に聞く

患者さんのiPS細胞由来の内耳細胞で
難聴症状の発症のしくみを解明し、それ
に働きかけて症状を軽減する可能性の
ある薬剤を特定しました。今回はその薬
剤の安全性と有効性を調べる治験とな
ります。

編集部：治験データはどのように収集す
るのですか。
藤岡氏：患者さんには、検証する薬剤ま
たはプラセボ（薬剤の効果を比較検証
するための有効成分を含まない偽薬）の
いずれかを服薬してもらい、聴力、眼球
の振動、体の揺れの3つを専用機器や
ウェアラブルを使って自宅で毎日測定し
てもらいます。この疾患は症状の変動が

激しく、日によって難聴やめまいの容態
に大きくムラがあります。そのため、外来
で来院した時にだけ測定するのでは十
分なデータを取ることができません。自
宅で毎日同じ時間に、さらに自覚症状が
出たら追加で測定してもらうことで、日々
の症状の変化をより的確に把握できるよ
うになります。測定したデータはBlue-

toothやWi-Fiでタブレット端末に送ら
れ、LTE通信でデータセンターに送信さ
れ、解析されます。
　患者数が少なく症状に変動があるペ
ンドレッド症候群の治験では、自宅で測
定したデータを常時収集できれば、定
期的な来院によるデータ収集よりも大幅
に効率を上げることができます。治験は

まだスタートしたばかりですが、これまで
のところ順調にデータ収集が進んでいま
す。最終的には16名の患者さんから10

か月間にわたってデータを収集する予定
です。

　

編集部：今回は測定に医療用機器と汎用
機器を併用されていますが、これらはど
のような経緯で選定されたのでしょうか。
藤岡氏：創薬に向けた治験では、国の規
制の枠組みの中で科学的な裏付けを
しっかりと示す必要があります。そのため
測定には精度が求められますが、一方で
多くのデータを集めるにはコストの問題
も考慮しなければなりません。今回は、
聴力と眼球の振動の測定には医療機器
を採用しましたが、体の揺れについては
専用の医療機器を使うのがコスト面で難
しかったこともあり、探索的データという
位置づけで汎用ウェアラブル機器である
JINS MEMEを測定に使ってみることに
しました。特にペンドレッド症候群は発作
時に劇的な症状が出るため、汎用機器で
も十分なデータが測定できると考えてい
ます。JINS MEMEの検討にあたっては、
子どもに多い疾患だとわかっていたの
で、私の娘を連れてショールームを訪れ、

実際に装着させてみてこれなら使えそう
だと感じ、こちらから打診しました。
　データの収集にはファーウェイ製のタ
ブレットを使っています。アンドロイド端
末のほうが設定の自由度が高いことから
いくつかの機種を試し、最終的にワイヤ
レスフレンツェル眼鏡とWi-Fi接続の相
性がよかった『MediaPad M3 Lite』を選
びました。タブレットにはSIMカードを入
れてLTE回線に接続し、治験のシステム
開発・運用で実績のあるインテリムと
CRScubeのデータセンターにデータを
収集・保存することで、セキュリティや匿
名性も確保しています。タブレット上のア
プリで代表値の計算などある程度の解
析までしてからデータを送信できるほか、
測定時刻も記録されるためデータを時
系列順に保存できるなど、医療現場の
ニーズとデジタル技術がうまくマッチした
システムを構築できたと思います。

編集部：このように患者さんが自宅で測
定したデータを医療機関に送るという取
り組みはまだ珍しいのでしょうか。
藤岡氏：睡眠時無呼吸症候群用の呼吸
センサーや不整脈を検知する心電計など
の事例は出てきていますが、難聴・耳科
領域では今回の治験が初めてです。ペン
ドレッド症候群の他にも、より患者数の

多いメニエール病など、耳鼻科領域には
症状に波がある疾患が多く、耳鼻科医と
して外来診療では患者さんの日々の状
態のごく一部しか診ることができないと
いう不便さを感じていました。デジタル
機器を活用することで、症状を継続的に
モニタリングできるのは大きな利点です。
これは患者さんにとっても同様で、とりわ
けお子さんの患者さんの場合、親御さん
はお子さんの訴えのみで症状を理解する
のが難しいため、状態を常に測定して把
握できるのは非常にありがたいという感
想をいただいています。こうした取り組み
は今後確実に広がっていくでしょう。

編集部：ICTの活用は耳鼻科医療をどの
ように変えていくとお考えですか。
藤岡氏：皮膚科などの画像診断ではす
でにAIの活用が始まっていますが、耳鼻
科領域にもいずれは導入されるようにな
るでしょう。AIを診断に使うためには、ま
ず機械学習のためのビッグデータが必要
です。先述のように耳鼻科の外来診療
ではその時点での症状しか測定できず、
十分なデータの蓄積ができていません。
測定の精度とセキュリティやプライバ
シーの確保、コストのバランスを取りつ
つ、さまざまな機器を活用したデータ収
集の仕組みを作ることが現在の課題で
す。内耳分野については、今回、治験用
に開発した測定システムに加え、それを
使った治験データのフローを手順化し
たので、これを1つのモデルケースとして

他の用途に展開することもできます。
　症例のデータを蓄積し、機械学習で
パターンを見出すことで、将来的には難
聴やめまいの発作の予測プログラムを
作りたいと考えています。加齢やストレ
スによる難聴やめまいは個人差がきわめ
て大きくパターン化が難しいと予想され
ますが、ペンドレッド症候群のような遺
伝疾患では同一の遺伝子に変異を持つ

比較的均質な集団を対象とするため、
学習と予測がしやすいと考えられます。
まずは今回の治験をきっかけに耳科領
域のビッグデータの入口を整備し、AI活
用を促進していくことが目標です。
　同時に、より広いヘルスケアという文
脈では、聴力や運動量などさまざまな
データを測定できるスマホアプリなどが
数多く登場しており、健康状態を個人で

モニタリングすることが身近になってきて
います。そうした手段で計測したデータを
ただ記録するだけでなく、医師がそれを
解釈して意義づけするところまでできる
と、健康の維持により役立つサービスが
実現できるのではないでしょうか。医療サ
イドと機器メーカーやアプリ開発者との
マッチングが促進されれば、可能性はさ
らに広がっていくと思います。

ウェアラブルやタブレットを活用し
治験データを効率的に収集

継続的なモニタリングで
変動する症状をキャッチ

AI診療への入り口となる
ビッグデータ収集

今年4月、慶應義塾大学医学部耳鼻咽喉科学教室は世
界で3例目となるiPS細胞を用いた病態研究に基づく創
薬治験の実施を発表しました。この治験はペンドレッド
症候群という希少難病に対しiPS技術でアプローチした
ことに加え、治験データの測定にIoTを取り入れた点でも
画期的なものとなっています。ファーウェイのタブレット
端末も一役買っている今回の治験の意義と、IoTやビッ
グデータがもたらす医療の未来について、治験を統括す
る同教室専任講師 藤岡正人氏にお話をうかがいました。

データ測定用キット治験用データ測定システム
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IoTとビッグデータが変える
医療研究の未来

編集部：今回実施した治験の背景につ
いてお聞かせください。
藤岡氏：難聴、めまい、甲状腺腫を特徴
とするペンドレッド症候群という遺伝性
疾患は、日本で4,000例、世界でも30万
例と比較的症例数が少なく、治療法が
確立していない希少難病です。動物モ
デルでは人間のような進行性の難聴が
発症しないため、疾患のメカニズムの解
明や治療法の開発が難しい病気と考え
られてきました。
　当研究室では、同学部生理学教室と
のiPS技術を使った共同研究によって、

『HUAWEI MediaPad M3 Lite』

JINS MEME
（体の揺れ）

ポータブルオージオメーター
（聴力）

ワイヤレスフレンツェル眼鏡
（眼球の振動）

Bluetooth
経由

Wi-Fi
経由

LTE回線

データセンター

服薬確認、副作用調査、
自覚症状など

電子生活問診票
『cubePRO』

1976年生まれ。2006年、慶應義塾大学大学院医
学研究科博士課程修了。ハーバード大学上級研究
員、慶應義塾大学助教などを経て2016 年より現職。
耳科学、聴覚医学、耳科遺伝を専門分野とする。

慶應義塾大学 医学部
耳鼻咽喉科学教室 専任講師

藤岡正人



患者さんのiPS細胞由来の内耳細胞で
難聴症状の発症のしくみを解明し、それ
に働きかけて症状を軽減する可能性の
ある薬剤を特定しました。今回はその薬
剤の安全性と有効性を調べる治験とな
ります。

編集部：治験データはどのように収集す
るのですか。
藤岡氏：患者さんには、検証する薬剤ま
たはプラセボ（薬剤の効果を比較検証
するための有効成分を含まない偽薬）の
いずれかを服薬してもらい、聴力、眼球
の振動、体の揺れの3つを専用機器や
ウェアラブルを使って自宅で毎日測定し
てもらいます。この疾患は症状の変動が

激しく、日によって難聴やめまいの容態
に大きくムラがあります。そのため、外来
で来院した時にだけ測定するのでは十
分なデータを取ることができません。自
宅で毎日同じ時間に、さらに自覚症状が
出たら追加で測定してもらうことで、日々
の症状の変化をより的確に把握できるよ
うになります。測定したデータはBlue-

toothやWi-Fiでタブレット端末に送ら
れ、LTE通信でデータセンターに送信さ
れ、解析されます。
　患者数が少なく症状に変動があるペ
ンドレッド症候群の治験では、自宅で測
定したデータを常時収集できれば、定
期的な来院によるデータ収集よりも大幅
に効率を上げることができます。治験は

まだスタートしたばかりですが、これまで
のところ順調にデータ収集が進んでいま
す。最終的には16名の患者さんから10

か月間にわたってデータを収集する予定
です。

　

編集部：今回は測定に医療用機器と汎用
機器を併用されていますが、これらはど
のような経緯で選定されたのでしょうか。
藤岡氏：創薬に向けた治験では、国の規
制の枠組みの中で科学的な裏付けを
しっかりと示す必要があります。そのため
測定には精度が求められますが、一方で
多くのデータを集めるにはコストの問題
も考慮しなければなりません。今回は、
聴力と眼球の振動の測定には医療機器
を採用しましたが、体の揺れについては
専用の医療機器を使うのがコスト面で難
しかったこともあり、探索的データという
位置づけで汎用ウェアラブル機器である
JINS MEMEを測定に使ってみることに
しました。特にペンドレッド症候群は発作
時に劇的な症状が出るため、汎用機器で
も十分なデータが測定できると考えてい
ます。JINS MEMEの検討にあたっては、
子どもに多い疾患だとわかっていたの
で、私の娘を連れてショールームを訪れ、

実際に装着させてみてこれなら使えそう
だと感じ、こちらから打診しました。
　データの収集にはファーウェイ製のタ
ブレットを使っています。アンドロイド端
末のほうが設定の自由度が高いことから
いくつかの機種を試し、最終的にワイヤ
レスフレンツェル眼鏡とWi-Fi接続の相
性がよかった『MediaPad M3 Lite』を選
びました。タブレットにはSIMカードを入
れてLTE回線に接続し、治験のシステム
開発・運用で実績のあるインテリムと
CRScubeのデータセンターにデータを
収集・保存することで、セキュリティや匿
名性も確保しています。タブレット上のア
プリで代表値の計算などある程度の解
析までしてからデータを送信できるほか、
測定時刻も記録されるためデータを時
系列順に保存できるなど、医療現場の
ニーズとデジタル技術がうまくマッチした
システムを構築できたと思います。

編集部：このように患者さんが自宅で測
定したデータを医療機関に送るという取
り組みはまだ珍しいのでしょうか。
藤岡氏：睡眠時無呼吸症候群用の呼吸
センサーや不整脈を検知する心電計など
の事例は出てきていますが、難聴・耳科
領域では今回の治験が初めてです。ペン
ドレッド症候群の他にも、より患者数の

多いメニエール病など、耳鼻科領域には
症状に波がある疾患が多く、耳鼻科医と
して外来診療では患者さんの日々の状
態のごく一部しか診ることができないと
いう不便さを感じていました。デジタル
機器を活用することで、症状を継続的に
モニタリングできるのは大きな利点です。
これは患者さんにとっても同様で、とりわ
けお子さんの患者さんの場合、親御さん
はお子さんの訴えのみで症状を理解する
のが難しいため、状態を常に測定して把
握できるのは非常にありがたいという感
想をいただいています。こうした取り組み
は今後確実に広がっていくでしょう。

編集部：ICTの活用は耳鼻科医療をどの
ように変えていくとお考えですか。
藤岡氏：皮膚科などの画像診断ではす
でにAIの活用が始まっていますが、耳鼻
科領域にもいずれは導入されるようにな
るでしょう。AIを診断に使うためには、ま
ず機械学習のためのビッグデータが必要
です。先述のように耳鼻科の外来診療
ではその時点での症状しか測定できず、
十分なデータの蓄積ができていません。
測定の精度とセキュリティやプライバ
シーの確保、コストのバランスを取りつ
つ、さまざまな機器を活用したデータ収
集の仕組みを作ることが現在の課題で
す。内耳分野については、今回、治験用
に開発した測定システムに加え、それを
使った治験データのフローを手順化し
たので、これを1つのモデルケースとして

他の用途に展開することもできます。
　症例のデータを蓄積し、機械学習で
パターンを見出すことで、将来的には難
聴やめまいの発作の予測プログラムを
作りたいと考えています。加齢やストレ
スによる難聴やめまいは個人差がきわめ
て大きくパターン化が難しいと予想され
ますが、ペンドレッド症候群のような遺
伝疾患では同一の遺伝子に変異を持つ

比較的均質な集団を対象とするため、
学習と予測がしやすいと考えられます。
まずは今回の治験をきっかけに耳科領
域のビッグデータの入口を整備し、AI活
用を促進していくことが目標です。
　同時に、より広いヘルスケアという文
脈では、聴力や運動量などさまざまな
データを測定できるスマホアプリなどが
数多く登場しており、健康状態を個人で

モニタリングすることが身近になってきて
います。そうした手段で計測したデータを
ただ記録するだけでなく、医師がそれを
解釈して意義づけするところまでできる
と、健康の維持により役立つサービスが
実現できるのではないでしょうか。医療サ
イドと機器メーカーやアプリ開発者との
マッチングが促進されれば、可能性はさ
らに広がっていくと思います。

株式会社ジンズ MEME事業部 上間裕二氏。
写真のメガネは自前の度付レンズ入りJINS 
MEME。もともとVR分野の研究者として視覚
ディスプレイの研究をしていた上間氏は、
JINS MEMEの開発の初期段階に大学側の共
同研究者として関わっていた。その経験を活か
し、現在は大学との連携推進に尽力している

ブリッジとノーズパッドに眼電位を計測する
電極が、耳に掛ける部分に体の動きを計測
する6軸センサーを搭載

　ジンズはメガネメーカーとして、ブ
ルーライトをカットするPCメガネや花粉
対策メガネなど、視力矯正だけではない
メガネの可能性を追求してきました。そ
の一環として、外界ではなく自分自身を
見るためのメガネを作るという発想から
生まれたのが「JINS MEME（ジンズ 
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ミーム）」です。東北大学の川島隆太教
授に相談し、認知と関連の深い眼球の
動きを測定することで脳の状態を知るこ
とができないかと考え、眼電位（角膜側
と網膜側の電位差）から目の位置やまば
たきを計測できるこれまでにないメガネ
を社内の開発チームで作り上げました。
　JINS MEMEでは、左右のレンズを
つなぐブリッジの部分とノーズパッドに
搭載された電極で眼電位を、耳にかけ
る部分に内蔵されている6軸センサーで
頭の動きを計測します。近赤外線を角
膜に照射して視線を計測するアイトラッ
カーと比べると測定内容は限定されま
すが、消費電力は大幅に抑えられます。
また、普通のメガネとほぼ変わらない形
状で、装着したまま日常生活を送れる
ため、長時間の計測が可能なことが最
大の利点です。現在開発中の次世代モ
デルでは、すべてのセンサーをブリッジ
部分に集めることで、さらに普通のメガ
ネのデザインに近づけています。
　現在は医療、教育、ビジネスの各分
野でユースケースを作り、JINS MEME

の価値を高めているところです。医療分
野では、藤岡先生の治験のほか、スポー
ツ科学の領域でランニング中の頭部の
動きから体のバランスを測定してケガを
防ぐ研究や、眼球運動と疲労の関係を
探る研究などを、各研究室と資金やリ
ソースを折半する形で進めています。
眠気の推定については実用段階まで

長期の安定運用に応える
高い信頼性が決め手

編集部：今回実施した治験の背景につ
いてお聞かせください。
藤岡氏：難聴、めまい、甲状腺腫を特徴
とするペンドレッド症候群という遺伝性
疾患は、日本で4,000例、世界でも30万
例と比較的症例数が少なく、治療法が
確立していない希少難病です。動物モ
デルでは人間のような進行性の難聴が
発症しないため、疾患のメカニズムの解
明や治療法の開発が難しい病気と考え
られてきました。
　当研究室では、同学部生理学教室と
のiPS技術を使った共同研究によって、

メガネをどこまでインテリジェントにできるか ―――
JINS MEMEの挑戦

きており、運転中のドライバーのまばた
きの強さや頻度から眠気を推定し、ア
ラートを出すアプリを提供しています。
　医療分野での究極の目標は、認知症
の予測です。認知症を発症される患者
さんは、診断の10年ほど前から目の動
きに違和感を感じることが多いという報
告があるのですが、まだはっきりとは立
証されておらず、経験則にとどまってい
ます。健常時から常に眼球運動を計測
してデータを蓄積しておけば、なにか異
変が見られたときに早めに手を打てる
かもしれない。当プロジェクトのリー
ダーの個人的な想いもあり、開発当初
からこの認知症予測がJINS MEMEの
長期的なゴールとなっています。
　データビジネスの展開も視野に入れ
ていますが、ユーザーに有益な情報を
提供するにはまずデータを大量に集め
なければならず、それにはデータ測定の
ベネフィットをユーザーに感じてもらわ
なければなりません。このジレンマをどう
解消していくかが今後の課題です。 
　メガネの基本的な形状はもう700年
間変わっていません。それだけユーザー
に受け入れられているデザインを変える
ことなく、そのままの形で新たな機能や
価値をどう乗せていくか。コンピュー
ターをメガネの形にするのではなく、メ
ガネをどこまでインテリジェントにできる
か。メガネメーカーだからこそできる挑
戦を続けていきたいですね。

S P E C I A L  I N T E R V I E W

ファーウェイ製品で医療情報システムの仮想化基盤を更改
医療法人永仁会 所沢PET画像診断クリニック

※PET（Positron Emission Tomography：陽電子放射断層撮影）はがんの検査方法の1つで、X線や磁気で体の部位を撮影した画像から異変を発見するCTやMRIと異なり、
体内に投与した放射能を持つ薬剤の動きからがん細胞を特定する。一度に全身の検査ができるほか、CTと組み合わせることでより正確な診断が可能。

S P E C I A L  I N T E R V I E W

医療法人永仁会 所沢PET画像診断クリニックは、PET※を
中心とした画像診断を専門とし、周辺の地域医療機関からの
受託検査やがん・脳疾患・心臓病の早期発見のための検診を
実施しています。画像診断施設としては埼玉県内では最大
級の設備を誇り、2005年のオープン以来、7万件以上の
検査を行ってきました。
同クリニックは、画像データや電子カルテ、検診データなど
運営に必要なすべてのデータを処理・保存する医療情報シ
ステム基盤を2012年に仮想化しましたが、保守期間が終了

する今年、新たにファーウェイのサーバー『FusionServer 

2288H V5』『1288H V5』、ストレージシステム『OceanStor 

2600 V3』、スイッチ『CloudEngine 6810』を採用してシステ
ムを全面的に更改しました。
同クリニックの事務局長 横尾剛司氏、システム部 部長 小野
章氏と、システム構築を担当したネットチャート株式会社 執
行役員 田嶋兼悟氏、同営業本部 プロジェクト推進部 堀江珠
代氏に、医療機関に求められるシステム要件とファーウェイ製
品を採用いただいた経緯についてお聞きしました。



十分活かされたと思います。保守サービ
スの7年間一括契約が可能だったこと
も、ファーウェイ製品を採用した決め手
でした」（小野氏）
　加えて、機能の進化や拡張性の確保と
いったこれまでのシステムにはない利点も
実現できています。「6年前の各メーカー
の機器と比べると、CPUのコア数や1台あ
たりに搭載できるメモリ容量は各段に増
えてきています。また、今回のシステムは
エンクロージャーの追加でリニアに拡張
できる構成となっているので、機能の強
化が必要になればディスクの追加で対応
可能です」（田嶋氏）
　「共有ストレージのスイッチを1Gから
10Gにアップグレードし、かなりの高速化
が実現できました。今後データベースへの
登録件数が増えたりしても、スループット
が落ちずに稼動することが期待できるのも、
技術者としてはうれしいですね」（小野氏）

　「安定して稼働するシステムを、できる
だけ長く使っていきたい」という小野氏。
そのためには製品の品質から保守面まで
含めた機器メーカーに対する信頼感も求
められます。

　「たまたまファーウェイ製のスマート
フォンを使っていたのですが、IT機器を手
がけていることは知りませんでした。日本
市場では後発のメーカーですし、初めて
の採用なので慎重に検討しましたが、調
べてみると海外では長く実績があること、
日本でも大手企業で採用が増えているこ
とがわかり、安心材料になりました。また、
同法人の別の病院でトライアルとして導
入したサーバーが2年ほど故障なく動い
ていたので、耐障害性は高そうだと期待
していました」（小野氏）
　実際、故障率の低さは田嶋氏も実感す
るところだといいます。「他の企業や医療
機関を含め、当社が納入したファーウェ
イ製品は故障がほとんど発生しておらず、
保守サービスを使う機会がないほどで
す」（田嶋氏）

　また、医療機関ではITコストを抑えたい
という要求も高いため、低コストで高機能
を実装できるという点でもファーウェイ製
品は強みを発揮します。「仮想化にはサー
バー1台あたりの十分なリソースと安定性
が求められます。ファーウェイ製品は価格
競争力を維持しつつ、既存ベンダーの機
器と遜色ない仮想化基盤として提案する
ことができます」（田嶋氏）
　「今回はサーバーにSSDを使っています

が、同等価格でよりよいハードウェアを選
択できるのもファーウェイ製品をおすすめ
できる理由の1つです」（堀江氏）
　ネットチャートでは通常、ベースの構築
は各メーカーの製品に精通している業者
に任せていますが、ファーウェイ製品に関
しては自社内で構築から手がけていただ
いています。「構築にあたっては手厚くサ
ポートしてもらえるうえ、マニュアルやハン
ズオンの動画が充実しており、たいへん助
かっています。自社で構築できるため、コ
スト削減にもつながっています」（堀江氏）

　医療機関向けシステムはハードウェア
とソフトウェアを一式で提案されることが
多く、仮想化の動きは他業界より遅れて
いる傾向にありました。「リソースの有効利
用や耐障害性を考えると、やはり仮想環
境が最適。業界全体でもそうした認識は
広まってきており、大病院でも仮想化を推
進するところが出てきています」（小野氏）
　また、医療機関の情報化はこれまで
個々の院内での電子カルテや医療用画像
管理システムの普及によって進んできまし
たが、今後は各医療機関同士の連携にお
けるICTの活用が重要になると田嶋氏は
考えます。「当社はグループでインター
ネット回線やデータセンター、クラウド
サービスなどを提供していますが、“点”の

医療から“面”の医療への展開にあたり、
医療機関を結ぶネットワークサービスプ
ロバイダーへの期待が高まっているのを
強く感じています」（田嶋氏）
　「当院でも非常勤の読影医にはVPNを
使って自宅で読影してもらっています。院
外からのアクセスに関しては、ファイア
ウォールやアンチウィルスはもちろん、端
末のログをとるといった対策でセキュリ
ティを強化しています」（小野氏）
　将来的には、AIによる読影支援にも期
待を寄せています。「画像診断は医療の中
でもAIを活用しやすい分野です。診断精
度の向上や、読影医の労働負荷の軽減
にもつながるでしょう。実用化はまだ先に
なりそうですが、注目していきたいと思っ
ています」（横尾氏）

耐障害性を最優先に
クラスターから仮想化基盤へ

進化したシステムへスムーズに移行
7年間の保守サービスも決め手

他事例含めて故障はゼロ
同等価格でより高スペックを実現

“つながる医療”に向けて
セキュリティもより重要に

高い専門性で
地域の医療機関を支える
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ESXiサーバー
Fusion Server
1288H V5

10GbEスイッチ
CloudEngine
6810

バックアップサーバー
FusionServer

2288H V5

ストレージ
OceanStor
2600 V3

　PETは件数が多いうえ、部位別に撮
影するMRIやCTと違い全身の画像を撮
ること、CT画像とあわせて読影データを
作成することから、データサイズも1検査
あたり数百MBにのぼります。同クリニッ
クでは当初、こうした画像データや電子
カルテ、検診データの管理や保存を複
数のサーバーからなるクラスターシステ
ムで処理していました。開設から7年を
経た2012年、耐用年数を迎えたサー
バーを更改するにあたり、仮想化基盤へ
の移行に踏み切ります。
　「医療機関のシステムで最も重要なの
は、停止させないということ。耐障害性
という点では仮想化基盤のほうが優れて
いると判断しました。また、更新してもこ
れまで使っていたアプリケーションをそ
のまま使い続けられるようにしたかった
ことも仮想化した理由の1つです。当時
は仮想化の事例が増えてきていた時期
で、私自身も挑戦してみたいという想い
がありました」（小野氏）
　データ量はおおよその見当がつくこと
から、この時は2012年から7年間の利用
を想定し、その期間内に使い切る容量で
構築していました。また、金融機関やイ
ンターネットサービスなどの用途と比べ
ると、高速性もさほど重視していなかっ
たといいます。

　保守期間の終了を前にシステム更改
を検討するにあたり、第一の要件は「こ
れまでどおりに動くこと」でした。「仮想化
基盤では、サーバーのプラットフォーム
を変えてもOSはまったく変わらずに済み
ます。今回はOSを含めたシステムの移行
もスムーズに進み、仮想化したメリットが

　永仁会の母体は入間市の地域病院と、
市内初の特別養護老人ホームです。1994

年に医療法人化するにあたり、それまで手
がけていた介護に加え、画像診断にも力
を入れることで特色を出そうと始めた取り
組みが、所沢PET画像診断クリニックの
開設につながりました。
　「所沢市内には防衛医科大学校病院が
あります。近隣の地域医療機関として、大
学病院には十分カバーしきれない領域で
協力できることはないかと考えた時に、思
い至ったのが画像診断でした」（横尾氏）
　とりわけ、当時研究用から医療用へと
導入が始まったPETに注目し、最新の
PET装置と、検査に必要な放射性薬剤を
院内で製剤できる設備を整え、常勤の放
射線専門医を3名配置。高い専門性を追
求するとともに、診断に特化し治療は行
わないという方針により、防衛医科大学
校病院をはじめ周辺の医療機関からの信
頼を得て、受託件数を伸ばしてきました。
　「現在の検査件数は、PETが月500件、
MRIが300件、CTが200件ほどです。1日
に検査可能な件数は限られているので
大幅な増加はしていませんが、稼働率は
常にほぼ100％となっています」（横尾氏）

医療法人永仁会 システム部 部長 小野 章 氏

医療法人永仁会 
所沢PET画像診断クリニック事務局長 横尾 剛司 氏

ネットチャート株式会社 営業本部
プロジェクト推進部 堀江 珠代 氏

ネットチャート株式会社 執行役員 田嶋 兼悟 氏

ハードウェアプラットフォームすべてをファーウェイ製品で構成した
所沢PET画像診断クリニックのシステム

S P E C I A L  I N T E R V I E W
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　9月にドイツで開催されたITと家電の総
合展示会『IFA2018』でも、NB-IoT関連
の製品やサービスの展示が目立った。中
でもファーウェイはスマートフォン向け新
型チップセット『K i r i n 9 8 0』に加え、
NB-IoT内蔵のトラッキングデバイス
『HUAWEI Locator』を発表した。ペット
や子どもの追跡も可能で、SOSボタンで
緊急時にあらかじめ指定した相手に場所
を即座に通達することもできる。この製品
はB2B向けではなくコンシューマー向け
製品として発表され、今後は一般向けに
通信事業者や家電量販店から販売され
る予定である。
　飛行機に乗るときのトラブルの1つである
預入荷物の紛失対策に、3GやBluetooth

を内蔵したスマートスーツケースが製品
化されている。しかし、スマートフォンの
充電や通信モジュールの給電用に大型
バッテリーを内蔵していることから、最近
では預け入れを拒否する航空会社が増え
ており、市場は成熟前に縮小する方向だ。
これからは荷物の追跡用に消費電力が少
なく電池の持ちのよいNB-IoTを使ったト
ラッキングモジュールがもてはやされ、空
港やターミナル駅でこの手の製品が販売
される時代が来るようになるだろう。
　NB-IoTのネットワークは、ドイツテレコ
ムが提供するサービスだけでも、ドイツ、

オーストリア、ポーランド、スロバキア、
クロアチア、チェコ、ハンガリー、ギリシャ
と広がっている。セルラーベースの
NB-IoTは国をまたいでのローミング利
用も可能だ。ファーウェイがいち早く
NB-IoTのコンシューマー向け製品を投
入したのは、ネットワーク拡大で商用利
用が十分可能と判断したからだろう。

　 IFA2018では家電メーカーによる
NB-IoTの応用事例も見られた。中国のハ
イセンス（海信）やチャンホン（長虹）は大
型TVなど来場者受けする華やかな製品だ
けではなく、スマートごみ箱やトラッキング
デバイスなどIoT関連ソリューションも展
示。NB-IoTモジュールもあり、家電製品
への組み込みも想定されている。チャン
ホンのソリューションはファーウェイの
『HiLInk』、シャオミ（小米）の『Mijia』など
中国のスマートホーム・IoTサービスに対
応しており、スマート家電のコントロール
や、天気・渋滞情報などを活用したスマー
トシティとの連携が期待できる。
　パナソニックも会期中、ボーダフォンと
NB-IoTを活用したスマート家電の実証
実験を2018年秋からフランクフルトで行
うと発表。家電の遠隔操作や管理を視野
に、まずはエアコンで検証実験を行う。
家電メーカー各社はスマート家電の開
発に長い年月を費やしているが、家庭内
にWi-Fiやゲートウェイを必要とするため

普及はなかなか進んでいない。NB-IoTで
家電が直接ネットワークに接続できれば、
スマートフォンにアプリを入れるだけで
コントロールできる。NB-IoTの商用化は
スマート家電の普及にも役立ちそうだ。

　これらの事例のように、NB-IoTはスマー
トな生活を実現するための通信手段の1つ
として存在感を着 と々高めている。一方
B2Bでの応用も、NB-IoTの特性を活かし、
これまでスマート化が難しかった農業を中
心とした一次産業での採用が進んでいる。
　ギリシャではドイツテレコム傘下のコ
スモート（Cosmote）が地方のワイナ
リーにNB-IoTを使ったセンサーを導入
し、ワインの製造・保管をモニタリング
することで品質の安定化を図っている。
またドイツのスマート養蜂はハチの巣
内の状況をNB-IoT経由で通知する。重
量センサーがハチミツの収穫時を伝え、
騒音センサーが巣内の音を感知して環
境悪化を知らせる。ハチミツの収穫安
定化だけではなく、死滅するミツバチ
の数を減らすことで自然界の植物の受
粉を促すという、地球環境にも好影響
を与えるプロジェクトになっている。

　センサーによるデータ収集ソリュー
ションは農業だけではなく、都市のスマート

化も大きく促進する。この分野では中国
江西省の鷹潭市の成功事例が知られて
いる。同市にはチャイナモバイル（中国移
動）、チャイナテレコム（中国電信）、チャ
イナユニコム（中国聯通）の国内大手3事
業者がNB-IoT基地局を約1,000か所に
設け、接続数は10万を超える。街灯や
駐車場、マンホールの蓋、水道メーター
に設置したセンサーで収集したデータを
活用し、ユーティリティの有効利用を一
気に進めた。
　スマートシティの実現には、通信事業
者が回線インフラを提供するだけではな
く、ビッグデータの保存や解析を行うソ
リューションプロバイダーのほか、運送や
EC、病院や学校、商店など異業種間のコ
ラボレーションが求められる。街中のあら
ゆるデータを収集できる環境も必要だ。
低コスト・低消費電力・セルラーネット
ワークを使う高信頼性という特性を持つ
NB-IoTは、スマートシティに不可欠な基
幹インフラの1つになることは間違いない。
　情報収集から解析、商用展開までの
エコシステムが構築されれば、新しいビ
ジネスも生まれる。インテリジェンス化さ
れた街は住みよい生活環境を与えてく
れるだけではなく、エネルギー利用の効
率化により環境汚染も低減してくれる。
あらゆるモノとモノ、モノと人をつなぐ
NB-IoTは単なる通信技術を超え、人間
の社会生活を大きく変えるものになって
いくだろう。

探せるほか、車を離れている間は駐車時
間を確認でき、駐車料金の支払いも可
能。この手のサービスはスマートシティの
一環として各地でテストが行われている。
　ボーダフォンも、ドイツで同社が提供す
るスマートホームサービスの一部に
NB-IoT内蔵のトラッキングデバイスを
使ったサービスを開始予定だ。すでに
GSMを使ったデバイスで持ち物やペット
のトラッキングサービスを提供している
ものの、バッテリーの持ちは数日程度。
NB-IoTならより長時間利用できることか
ら、身の回りのより多くのものに取り付け
ておくことができる。通信事業者にとって
も、実用性の高いトラッキングサービスと
して新たな収益源となりうるだろう。

　5G商用化の足音が具体的に聞こえて
きた2018年後半から、IoTに関連したサー
ビスの実用化が相次いで始まっている。
各国ではNB-IoTを使ったさまざまなテス
トが行われており、実サービスとして
ローンチした具体例も増えてきた。また、
B2BだけでなくB2C向けのサービスにも
NB-IoTを利用したものが登場している。
　ドイツテレコムの『Park and Joy』は
駐車場の空きをリアルタイムで確認でき
るサービスで、ハンブルクを皮切りにド
イツ全土に利用エリアを広げる計画だ。
スマートフォンアプリで、空きスペースを

着々と進む実用化
B2Cサービスも登場

低電力・ローミング可能で
トラッキングへの活用が有望

スマート家電の普及も後押し

社会を大きく変える
スマートシティの基幹インフラに

ワイナリーや養蜂もスマート化

すべてをつなぎ、
社会を変えるNB-IoT

コンシューマーデバイスからスマートシティまで

NB - IoTが実現するすべてがつながった世界

携帯電話研究家としてモバイル通信を追いかけてきた山根康宏氏が、5Gの到来

とともにNB-IoTがもたらす“つながった”未来を探ってきたこのコーナー。連載

最終回となる今回は、9月にドイツで開催された『IFA2018』での展示を中心に

最新事例を紹介しながら、すべてがつながった世界のインフラとして重要な存在と

なりつつあるNB-IoTの可能性を総括します。

山根康宏 やまね やすひろ

香港を拠点とし、世界各地で携帯端末の収集とモバイル
事情を研究する携帯電話研究家・ライター。1,500台超の
海外携帯端末コレクションを所有する携帯博士として知ら
れるが、最近では通信技術やIoTなど広くICT全般へと関
心を広げ、多岐にわたるトピックをカバーしている。『アス
キー』『ITmedia』『CNET Japan』『ケータイWatch』など
に連載多数。

ようたん

　ファーウェイはNB-IoT内蔵トラッキングモジュールを発表 　ドイツテレコムは地元の養蜂家と自社の敷地内でスマート養蜂を実施している 　中国江西省の鷹潭市では、
スマートパーキングをはじめNB-IoTを活用したスマートシティの実現が進む
1 2 3

1 2 3
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　2018年7月26日、ファーウェイは5G

の実現に不可欠な「Polar符号」（P18参
照）を発明したトルコ・ビルケント大学教
授のエルダル・アリカン（Erdal Arikan）
博士を深圳本社に迎え、同氏が通信技
術の発展に果たした多大な貢献を称え
る式典を開催しました。
　アリカン教授が2008年に発表した
Polar符号に関する論文は、通信ネッ
トワークのデータ伝送速度と信頼性を

最大化する、これまでにない新しいアプ
ローチを定義するものでした。ファー
ウェイは2010年、5Gの研究開発を進め
るなかでPolar符号の可能性に気づき、
アリカン教授の発明を基礎に複数のブ
レークスルーを実現し、学術的研究の
段階にあったPolar符号を実用化へと
導きました。
　式典においてアリカン教授は、「ファー
ウェイの経営陣や技術者のビジョンと技
術的な貢献がなければ、Polar符号が
10年に満たない短い年月で、ラボにお
ける理論から標準規格にまでなることは
なかったでしょう。技術者の一人として、
アイデアが現実になるのを見届けること
ほど報われることはありません」と受賞の
喜びを語ってくださいました。
　また、式典後のメディア取材ではファー
ウェイとの関係について、「実際のところ、
私個人はファーウェイとビジネス上の関
係を結んでいるわけではありません。
ファーウェイは私が大学で取り組む研究
をサポートし続けてくれましたが、支援に
付随条件が伴うことなく、私の研究の独
立性と自主性を尊重し、研究に口を出す
ことも、まして報告書の提出や特許の権
利を要求してきたことも一度もありません
でした」（『財経』微博（Weibo）掲載記事
より）と述べています。
　式典では同時に、ファーウェイ社内で
標準規格の策定と基礎研究に携わる

100人以上の科学者の表彰も行いまし
た。とりわけ5G分野において、業界パー
トナーと協力して重要技術の検証を進
め、標準仕様の策定を推進し、3GPP 

Release15標準仕様の策定に重要な貢
献を果たした科学者の功績を称えました。
　表彰に際し、ファーウェイ 輪番会長
の徐直軍（エリック・シュー）は「5G標準
仕様は、基礎研究と無線通信技術の進
歩に向けたグローバル規模の努力の結
果です。これらの標準仕様が形作られる
までには、何万人という科学者や技術
者、そして世界各地の企業による数十
年にわたる献身がありました。アリカン
教授と学術界の皆様、科学者、そして

5Gの主要技術「Polar符号」の父
アリカン博士の功績を称える

研究開発はファーウェイの継続的な成長を支える要です。毎年売上の
1 0％以上を研究開発に投資し、過去1 0年間の研究開発費は総額
3,940億人民元（約6兆8,123億円※1）にのぼっています。その対象は応用
技術の開発にとどまらず、直接的・短期的な商用化にはつながらない基礎
研究にもおよび、今後は年間の研究開発予算150～200億米ドル（約1兆
6,650億円～2兆2,200億円※2）のうち20～30％を基礎科学研究に割り
当てることを計画しています。
ファーウェイが基礎科学研究をどのように位置づけ、どのようなアプ
ローチで支援しているのか、最近の取り組みと経営陣の言葉を通じて
お伝えします。

※1 1人民元＝17.29円で換算（2017年12月29日現在）
※2 1米ドル＝111円で換算

～科学は人類の未来を照らす灯台～

ファーウェイの
基礎科学研究に対するアプローチ

5G技術の研究開発に貢献したすべての
当社従業員に深く感謝いたします」と称
賛の念を表しました。
　また、「5G標準仕様の策定は、新たな
旅路の始まりに過ぎません。ファーウェイ
は今後も、Polar符号を含む5G技術が
社会により大きな価値を迅速に創出で
きるよう取り組んでいきます。同時に、
ファーウェイとアリカン教授がそうであっ
たように、企業と学術界の緊密なコラボ
レーションが持続し、より多くの科学的
な驚きを生み出すことで、ICT産業と社
会全体の発展が加速することを願って
います」と、基礎科学研究支援へのさら
なる意気込みも述べています。

Exploration
lights the way forward

ファーウェイとアリカン教授のように、
企業と学術界の緊密なコラボレーションが持続し、
より多くの科学的な驚きを生み出すことで、
ICT産業と社会全体の発展が加速することを願っています。

EXPLORATION LIGHTS THE WAY FORWARDEXPLORATION LIGHTS THE WAY FORWARD

エルダル・アリカン教授（右）にメダルを授与するファーウェイ創業者兼CEO 任正非（レン・ジェンフェイ）。パリ造幣
局がデザイン・製造を手がけたこのメダルには、世界を前進させる新たな通信技術の重要性を象徴するバカラ製の
赤いクリスタルを手にした勝利の女神が彫られている

---ファーウェイ輪番会長  徐直軍（エリック・シュー）
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EXPLORATION LIGHTS THE WAY FORWARD

　通信ネットワークにおいて、特定の帯域幅
を用いた際に誤りなしでデータ伝送が可能
な最大通信速度「シャノン限界」に迫ることを
初めて可能にした符号化スキーム。1948年
にベル研究所のクロード・シャノン（Claude 
Shannon）が情報伝送におけるチャネル容
量の限界を提示して以来、通信の理論研
究と技術開発ではチャネル容量を最大化で
きるチャネル符号が重要なテーマとなり、と
りわけモバイル通信においては信頼性を確
保できる高性能なチャネル符号化技術が求
められてきました。
　2007年にアリカン教授が発見したPolar
符号は、符号化性能を大幅に改善し、幅広
い範囲の符号の長さや符号レートで最高の
パフォーマンスを発揮できるという強みを持
つうえ、符号化と復号化の複雑性を低減し
ます。発表から約10年にわたる継続的な最
適化を経て、2016年には移動体通信に関
する国際的な標準化団体である3GPPによ
り、5G New Radio（NR）のコントロール
チャネルに用いる正式な符号化スキームとし
て採用されました。

Polar符号とは

　ファーウェイは2010年から、世界各国で通信
技術やコンピューター科学の分野を中心に革新
的な研究を行う大学・研究機関に研究資金を提
供するファーウェイイノベーションリサーチプログ
ラム（HIRP）を実施しています。幅広い公募により
プロジェクト単位で3万～7万米ドル（約333万～
777万円※1）を提供するオープン型、より大規模か
つ密接な協業を行うフラッグシップ型の2つのプ
ログラムを通じ、英国マンチェスター大学内の国
立グラフェン研究所（写真左）をはじめ、ケンブリッ
ジ大学、シンガポール国立大学、ドイツ・フラウン
ホーファー研究機構など、これまでに1,000以上
の大学・研究機関に資金を提供しています。
　このほか、カリフォルニア大学バークレー校や

※1 1米ドル＝111円で換算
※2 1ポンド＝145円で換算

英エディンバラ大学ではAIやロボティクス分野の
研究における戦略提携を締結。ケンブリッジ大学
では、ブリティッシュテレコム（BT）とともに2017
年からの5年間で2,500万ポンド（約36億2,500万
円※2）の研究資金を拠出して共同研究グループを
設置し、フォトニクス、ネットワークインフラ、メディ
ア技術に重点を置いた研究を推進するとともに、
通信技術の社会的価値を高めることを目指してい
ます（写真右）。
　日本でも、HIRPに10以上の大学が参加してい
るほか、国内有数の大学・研究機関と年間20件
以上の共同研究を行っています。

　「企業の研究開発がビジネスでの結果に注力する傾向がある一方で、大学は決して直接的な利益に結びつかない数学、アルゴリズム、
材料化学、その他の応用分野に時間を割いています。最終的に研究を通じて利益が生まれたとしても、理論と商用製品との間の溝を埋
めるには数十年を要することもあります。こうしたプロセスにかかる時間を短縮するのが、大学と企業間の連携です。民間企業、学術界、
研究機関における知識とリソースの交流は『ナレッジの移転』といわれ、科学とテクノロジーの進歩に向けたきわめて重要な原動力になっ
ています」
　「当社と大学とのパートナーシップを通じて実現した研究結果は、教授、博士号を持つ学生、大学院生による論文等を通じて世界中
に発表・公開されます。大学研究を支援する他の企業――中国の大学を支援する米国の企業も含め――と同様に、ファーウェイは自社が
支援する研究の結果に対する独占的な所有権やアクセス権を有していませんし、発表する内容に対して指示することもありません。科学
がボーダレスになっていくなか、当社はパートナーシップの成果ができる限り多くの人に恩恵をもたらすことを願っています」

　「ファーウェイは私利私欲なく科学者をサポートします。論文や特許などの成果を独占するつもりはありません。ただ、『知る権利』
――成果に限らず、失敗も含めた経過を知る権利――さえあればよいのです。科学者は灯台のように我々の、そして我々以外の人
たちの行く先を照らしてくれます。我々が自分たちで灯台を所有する必要はなく、ビジネスへの応用のために研究に干渉することも
しません」

　「我々は長い時間軸で科学者の話を聞かなければなりません。すべての内容に現実的な意味があるかどうかにこだわるべきではないの
です。フェルマーの最終定理の証明には350年もかかったものの、フランス経済にさほど貢献したわけではありません。しかし、目先のこと
にとらわれていては、人類は探究も前進もできないでしょう」
　「我々の投資目的は、社会を発展させる画期的な研究成果を生み出す人を支援することです。……研究成果が当社にとってすぐに役に
立たない可能性もありますが、それでも社会への貢献にはなるのです」

（2018年7月19日、英Financial TimesのOpinion欄に寄稿した署名記事
「ファーウェイの学術界とのパートナーシップに対する米国議会の誤った疑念」より）

（2018年6月、欧州研究所の研究員との対話より）

徐 直軍（エリック・シュー）
ファーウェイ輪番会長

任 正非（レン・ジェンフェイ）
ファーウェイ創業者兼CEO

（2016年10月、研究開発に従事する社員に向けたスピーチより）

大学・研究機関とのコラボレーション

ファーウェイ経営陣が語る「科学」

iFlytekが目指す
言語を理解し、考えるAI
未来のAIはどんなものになるだろうか？ その答えはまだわからないが、
AIがここ数年で大きく進化してきたことは確かだ。iFlytek（アイフライ
テック、科大訊飛）エグゼクティブプレジデント兼コンシューマー事業部
プレジデントの胡郁（フー・ユー）氏は、AIが人間の知能に近づき始めて
いると感じている。中国における音声認識分野のパイオニアとして成長し
てきた同社は、いまやAIの世界的なリーダーとなり、その技術は数億人
ものユーザーに利用されている。同社の考える「知能」と最新のAIアプリ
ケーション、ファーウェイとの協業について話を聞いた。
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iFlytek（科大訊飛）

1999年、現在会長を務める劉慶峰（リュ
ウ・チンフォン）を中心とした中国科学技術
大学の学生チームが在学中に中国安徽省
で設立。2008年、学生起業による企業と
して中国で初めて上場を果たす。音声認
識、音声合成、自然言語処理などの分野
における革新的な技術で急成長し、『MIT
テクノロジーレビュー』の「スマート・カンパ
ニー50」2017年度版ではアマゾンやアル
ファベット（グーグル）などに続いて6位に
ランクインするなど、グローバルに注目を
集めている。

『WinWin』（ファーウェイ刊）編集部　リンダ・シュー、薛樺（シュエ・ファ）



FROM
INDUSTRY

VOICE

　1999年に設立した当初のiFlytekの目
標は、しゃべる機械を作ることだった。こ
れは現在も「世界に我々の声を聞いても
らいたい」という同社のミッションに表れ
ている。AIの最先端をリードするように
なったいま、そのミッションは達成されよ
うとしている。
　胡氏は創業当時のことを笑顔でこう振
り返る。「その頃は、AIを手がけるなんて
思ってもみませんでした。AIがどんなもの
なのかさえよくわかっていなかった。当時
は気づいていませんでしたが、1999年は
2度目の『AIの冬』と呼ばれる停滞期を経
て、AIの開発が難しい時期でした。AIが
こんなに大変なビジネスだと知っていた
ら、起業していなかったでしょうね（笑）」
　AIがいまほど注目を集めていなかった
2004年頃、胡氏のチームは自分たちがAI

にとって欠かせない重要な要素技術を手
にしていることに気づいた。「人間の知能
と動物や機械の知能との最大の違いは認
知能力です。人間は言語を使いこなし、
知識を表現することができるからこそ、論
理的な思考や複雑な意思決定ができま
す。人間の知能の向上に最も貢献したの
は言語と音声の認知の進化であり、現在

のAIにとってこれが最大の課題なのです」

　胡氏は、2014年に開始した同社の
「Super Brainプロジェクト」のリーダー
を務めている。このプロジェクトでは、AI

を「計算的知能」として定義づける。
　「機械というのは最初に発明された時
から人間よりもパワフルにできています。
囲碁をプレーするAIは、強力な計算的知
能の一例です。また、ヒューマノイドは感
覚的知能と運動的知能を備えており、外
界を見たり、聞いたり、感じたりすること
ができます。実際のところ、最近のヒュー
マノイドや動物型ロボットの中にはかなり
高度なものも出てきています。しかし、人
間が地球に君臨できているのは、言語能
力、すなわち『認知的知能』のおかげです。
Super Brainプロジェクトの目標は、機
械の知能を計算的知能や感覚的・運動
的知能から、理解したり考えたりできる認
知的知能へと進化させることです」
　同プロジェクトは現在、ビッグデータに
よる学習とアルゴリズムの最適化を進め
ている。学習においては単にあらゆるタイ
プのデータをシステムに詰め込むのでは
なく、現実世界のシナリオにおけるやりと

りからシステムが能動的にデータを抽出
して処理し、自らを更新する。このような
自己拡張型システムでは、より多くの人々
に製品が使われることで大量のデータが
得られるようになり、製品の複製や最適
化をさらに加速できるという正の循環が
期待できると胡氏は考えている。

　iFlytekは音声の合成、認識、推定、
翻訳といった分野で業界をリードしてい
る。音声合成における世界有数のコンテ
スト『Blizzard Challenge』で2005年か
ら13年連続優勝しているほか、IWSLT

（International Workshop on Spoken 

Language Translation）や米国立標準
技術研究所などが開催する機械翻訳の
コンテストでも複数回チャンピオンとなっ
ている。同社の音声認識の精度はここ6

年間で60.2％から98％まで向上した。こ
うした音声技術での強みを武器に、AIと
そのアプリケーションへと乗り出すのは自
然な流れだ。
　同社は2010年、中国で初めて、世界で
もグーグルに次いで2番目に音声入力装
置を開発し、自然言語処理という形での
AIアプリケーションを手がけ始めた。同製
品は中国語の音声認識では98％の精度
を誇り、22の方言に対応している。
　2016年には最初のスマートデバイスと
して自動翻訳デバイス『Easy Trans』を
発表、2018年4月にはその第2世代を発
売した。中国語の標準語と33の外国語を
リアルタイムで翻訳できるうえ、写真に
撮った文字の翻訳も可能で、4GやWi-Fi

ネットワークに接続した状態でもオフラ
インでも利用できる。第2世代では広東語
や四川、東北、河南の方言にも対応し、
今後さらに拡張していくという。翻訳にあ
たっては、シチュエーションやユーザーの
口癖まで認識し、文脈に合った翻訳結果
を出してくれる。

　「スマートフォンに翻訳機能が組み込ま
れているのだから、専用の翻訳デバイス
は不要だと言う人もいます。しかし、当社
はあえて専用デバイスとして販売すること
を選びました」
　その理由を胡氏はこう説明する。ス
マートフォンを使う場合は本体に顔を近
づけて発声する必要があるが、状況に
よっては相手に近づけなかったり、本体
を相手の顔に突きつけるのが失礼にあ
たったりと、難しい場合がある。かといっ
て、顔を離して使えば、周囲の雑音まで
拾ってしまう。また、インテリジェントな
ハードウェアは使いやすいものでなけれ
ばならず、ボタンを1回押すだけの簡単な
操作が理想だが、スマートフォンにはア
プリの起動、画面上での操作などのアク
ションがある。翻訳のやりとりに要する動
作をより自然で直感的なものにする配慮
も重要だ。
　2015年にiFlytekが発表した人と機械の
インタラクションインターフェース『AIUI』
は、AI業界のマイルストーンとなる画期
的な製品だ。同社はまた、AIと神経科学
の学際研究にも取り組んでいる。人間の
脳の働きをベースとした計算を通じて、
知能の謎を解こうとしているのだ。この取
り組みが成功すれば、人間の知能と同等
の汎用AIへの道が開かれることになる。
　「2017年、当社は中国政府から次世代
AIのためのオープンイノベーションプラッ
トフォームを提供する4社の1つに選ばれま
した。これにより、インテリジェントな音声
技術にフォーカスしたプラットフォームを

構築していきます。当社のAIエコシステム
が高く評価された成果です」

　さらに同社は、音声やAIの技術を防犯
や司法、教育といった分野にも応用しよう
としている。司法分野では中国の最高人
民検察院・最高人民法院と協業。2016

年に安徽省で実施したテストでは、AIシ
ステムによって詐欺電話を高い精度で特
定できることを示した。また、裁判所にお
ける審問（ヒアリング）では、インテリ
ジェント音声認識を用いると人間の書記
による聞き取りよりも審問の時間を30％
短縮できることがわかった。
　教育分野では、AIはテストの採点で期
待を上回る成果を上げている。江蘇省で
は2つの異なるAIに大学入試の答案を採
点させるテストを実施したところ、中国語
の作文の課題における2つのAI間の採点
値の差異は平均7点以下で、一致度は
92.82％と、人間の教員2名が採点する
際の一致度よりも5％高い結果となった。
同社は現在、中国教育部考試中心（テス
トセンター）と共同で教育向けのAI技術
開発に取り組むAIラボを構築している。

　ファーウェイもまた、通信インフラとス
マートデバイスの領域における音声認識
とAIの活用に向けてiFlytekと戦略的パー
トナーシップを締結している。これは、

2010年に2社が世界初の中国語音声認
識向けオープンクラウドプラットフォーム
を構築して以来、10年近くにわたり協業
してきた実績を踏まえたものだ。
　2018年5月には、両社は新たにパブリッ
ククラウドサービス、ICTインフラ、スマー
トデバイス、オフィス向けITシステムの4分
野に特化した戦略提携を結んだ。iFlytek

のAI技術はファーウェイのスマートフォン
にも採用されているほか、音声認識、音
声合成、リアルタイムの文字起こし、翻訳
などさまざまな技術を活用したスマートデ
バイスとデバイスクラウドサービスも共同
で開発している。また、ファーウェイ社内
のITインフラとオフィス向けアプリケー
ションにiFlytekの技術が導入されている。
さらに、昨年発表したEI（Enterprise 

Intelligence：企業向けインテリジェンス）
クラウドプラットフォームでも同社のスピー
チエンジンが重要な役割を果たしている。
　「＋（プラス）インテリジェンスの時代に
は、あらゆるAIアプリケーションはクラウ
ド上で稼働することになるでしょう。クラ
ウドコンピューティングは膨大な計算リ
ソースを必要とするため、デバイスやエッ
ジでのコンピューティングでAIをサポー
トしていくことも求められるようになりま
す」と胡氏は述べる。
　両社は双方の強みを活かし、強固な
AIエコシステムを築いて産業を発展させ
るとともに、AIを人々の生活やビジネス、
社会になくてはならない貴重な要素にし
ていくために、今後も協業を深めていく
計画だ。

しゃべる機械を作る
計算する知能から
理解し、考える知能へ

98％の精度で音声を認識
33か国語にリアルタイム翻訳

詐欺電話の特定や
入試の採点もAIで

ファーウェイとの協業で
AIエコシステムのさらなる発展を
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人間の知能と動物や機械の知能との最大の違いは認知能力です。
人間は言語を使いこなし、知識を表現することができるからこそ、
論理的な思考や複雑な意思決定ができます。
現在のAIにとって、これが最大の課題なのです。
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『ファーウェイ・ジャパン
パートナーコンベンション』を開催

　9月14日、明治記念館にて、日本のパートナー企業の皆
様をお招きした『ファーウェイ・ジャパン パートナーコンベン
ション』を開催しました。会場には、端末、通信機器、IT製
品の開発・製造において協業するパートナー企業の皆様を
中心に、300名近くの方々がお越しくださいました。
　開会にあたっては、日本企業とのコラボレーションを象
徴したストーリー仕立ての動画（右ページ囲み参照）を上
映。その後、ファーウェイ 取締役副会長兼輪番会長 郭平
（グォ・ピン）が開会の辞を述べ、オープンな協業と成功の
共有に基づくエコシステムを目指すファーウェイの理念を
語りました。また、ご来賓の皆様からもファーウェイとのパー
トナーシップについてお言葉を頂戴しました。
　ファーウェイ・ジャパンではネットワークの敷設工事をは
じめとするエンジニアリングにおける日本のパートナーの皆
様向けには毎年交流会を開催してきましたが、グローバル
での開発・製造に携わる日本のパートナーが一同に会する ※1米ドル=112.75円で換算（2017年12月29日現在）

イベントを実施したのは今回が初めてです。日本企業の皆
様に日頃の感謝をお伝えするとともに、さらなる協業の深化
を呼びかける貴重な機会となりました。
　ファーウェイはこれまで、多くの日本のパートナー企業と
将来に向けた技術開発のロードマップを共有し、ICTの未
来を切り拓く協業を推進してきました。日本における調達
金額は年々増加し、2017年には43.6億米ドル（約4,916
億円※）に達しており、今年度も2桁の伸びを見込んでいます。
ファーウェイ製品の技術品質の向上には、“匠の精神”を
重んじる日本企業との協業が不可欠です。「1人で歩けば
速く進めるが、みんなで歩けば遠くまで行ける」という言葉
のように、ファーウェイとパートナー企業は今後も共同イノ
ベーションを通じて新たな価値を創出し、ともに成長しな
がら、業界のパイ全体を拡大し、世界のICTの発展に貢献
してまいります。

ファーウェイ 取締役副会長兼輪番会長 郭平（グォ・ピン）のほか、取締役 購買認証管理部 最高責任者 姚福海（ヤオ・フーハイ）、ファーウェイ・ジャパン 代表取締役社長 王剣峰
（ジェフ・ワン）も登壇し、ファーウェイの購買方針や協業の成功事例を共有した

「絆」「縁」を表す水引をイメージしたデザインが会場を彩る。懇親会では蛍光塗料とペンライトを使った「光り絵」のパフォーマンスを上演 

　パートナーコンベンションでは、日本のパートナー企業
の皆様との協業の重要性とファーウェイのパートナーシッ
プに対する理念をお伝えする動画を上映しました。日本が
世界に誇る文化の1つである折り紙をモチーフに、“匠の精
神”と“コラボレーション”によってイノベーションを生み出す
過程を象徴したストーリーが展開されます。
　主人公の名は大和匠。和紙職人の父と折り紙を通じて
創造性を育んできた匠は、新たな仲間たちとともに、ある
技術の開発に挑戦する機会を得ます。難題にぶつかった
匠にヒントを与えてくれたのは、父から教わった折り紙と

匠の精神でした。仲間と協力しながらついに開発に成功し
た、ある技術とは……？
　匠のストーリーと同様に、この動画もまさにコラボレー
ションの結晶。世界各国で企業ブランディングコンテンツ
を制作するファーウェイ本社のクリエイティブディレクター
と、日本の広報部と社外制作チームがアイデアを出しあい、
2日間のロケーション撮影と国境を越えた遠隔でのやりと
りを経て完成しました。
　動画は右のQRコードからご視聴いただけ
ます。ぜひご覧ください！

Innovation through Collaboration

■■■秩父にある和紙工房での撮影では、子役たちも暑い中がんばってくれた。心配されていた台風の影響も避けられ、ドローン撮影もばっちり  ■■■オフィスの
シーンにはファーウェイ製品も随所に登場。現場ではカメラマンをはじめ女性スタッフも大活躍  ■本社のクリエイティブディレクター、ザビエル・ウォン（Xavier 
Wong、写真左端）はシンガポール出身。世界各地でプロジェクトに携わっているため、ミーティングは中国のほかフィジーや南アフリカからも遠隔で実施。匠の精神
を表す最適なモチーフは何か？ 「ある技術」はどんな風に表現したらいいのか？ 何度も議論を重ねながら、脚本を作り上げた

1 2 3

7

4 5 6

コラボレーションこそが、
イノベーションの源泉

やまとたくみ

1

4 5 6 7

2 3
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A. ギリシャ市場はここ10年、経済危機
による大きな困難を経験していますが、
その間もICT業界は成長の原動力であり
続けてきました。ギリシャ経済にとって、
よりよい製品とサービスによるグローバ
ルな競争力の向上は喫緊の課題です。
そのためにICTができることは多く、さま
ざまな領域でデジタル化の需要が高まっ
ています。ファーウェイは2005年にギリ
シャオフィスを開設して以来、主要通信
事業者との協業を通じて、デジタル化の
基礎となる通信インフラの構築に尽力し
てきました。
　2008年に協業を開始したボーダフォン・
ギリシャには、2Gから3G、LTEまで、メ
インサプライヤーとして機器を提供して
います。地形の起伏が激しいギリシャで
は、都市部でも電波状況が悪いエリアが
発生してしまうという課題がありますが、
同社は半径数10mのきわめて狭い範囲
をカバーするファーウェイのフェムトセル
ソリューションによってカバレッジを強化
し、サービス品質を大きく向上しました。
同ソリューションはその後、国内最大手
通信事業者であるコスモートにも採用さ
れています。
　一方、光ファイバーの敷設が難しい山
岳地帯や島しょ部では、マイクロ波バッ
クホールソリューションによってコストと
工事期間の大幅な削減に貢献していま
す。コスモートとは2016年に2つの帯域
を束ねる革新的なマイクロ波ソリュー
ションのトライアルに世界で初めて成功
し、ギガビットクラスのバックホール回線
を実現しました。
　また、ウインドとは2010年にネットワー
クの全面的な刷新を手がけて以来、協
業を続けています。2014年にウインドと
ボーダフォンがアクセスネットワークの共
有を目的にジョイントベンチャーのヴィク
タスネットワーク（Victus Networks）を

設立した際には、R A N共有ソリュー
ションを提供しました。
　こうした協業により、現在ファーウェイ・
ギリシャは国内の半数の世帯に固定ブ
ロードバンド接続を、人口の80％にモバ
イル通信のカバレッジを提供しています。

A. ギリシャの主要産業である観光業向
けに、ホテルやリゾート施設のネットワー
ク環境を構築するプロジェクトを数多く
手がけています。また、国内大手のアル
ファ銀行（Alpha Bank）、ギリシャ郵便
局（Hellenic Post）にIPソリューション
を提供しているほか、ギリシャ国立銀行
には全国の支店でスイッチを採用してい
ただいています。
　運輸の分野では、ギリシャ最大の港で
あるピレウス港を管理するピレウス港湾
管理局（Piraeus Port  Authority、
PPA）のネットワークインフラを刷新し、
港湾の効率的な運用に必要なセキュア
で安定した高速接続を実現しました。
　そのほか、金融、エネルギー、製造業
などの業界でも、ICTによる業務効率の
改善を支援しています。

A. はい。ファーウェイはコスモートととも
に、2017年4月に西ギリシャの首府パト
ラ市で国内で初めて、欧州でも他国に
先駆けて、NB-IoTを活用したスマート

シティプロジェクトを始動しました。路上
に埋め込んだセンサーで駐車スペース
の空き状況をモニターし、スマートフォン
アプリから確認できるスマートパーキン
グを実現したほか、時間や天気に応じて
街灯の明るさを調節するスマート街灯に
よって、利便性・安全性の向上と節電に
貢献しています。
　農業国でもあるギリシャでは、酪農や
養蜂、ワインの醸造などにおいてもIoTの
活用が注目されています。

A. 『HUAWEI Y』シリーズなどのエント
リーモデルから最新のハイエンド機種
『HUAWEI P20』シリーズまで、幅広い
ラインナップで人気を博し、ファーウェイ
は現在国内シェア第 2位のスマート
フォンメーカーとなっています。昨年は
ギリシャで人気のタレント兼モデル、ドゥ
キッサ・ノミコウ（Doukissa Nomikou）
を『HUAWEI Mate 10』シリーズのブ
ランドアンバサダーに迎えました。また、
AIをテーマとしたアテネデジタルアート
フェスティバルや、優れた書籍を表彰す
るパブリックブックアワードなど、さまざ
まな文化イベントのスポンサーにもなっ
ています。

A. 社員から衣類や食料品の寄付を募り、
児童養護施設や、家族の重病や喪失
に苦しむ人たち、身寄りのない人たちを

世界1 7 0か国以上で事業を展開する
ファーウェイ。このコーナーではその中か
ら毎回1つの国を取り上げ、各国の通信
事情や市場の動向、ファーウェイの事業
展開や社会貢献活動について、現地の
広報部員に聞きます。

支援するNPOに寄贈するなど、ギリシャ
社会においてサポートが必要な人々の力
になれるような活動を実施しています。
昨年はオフィスのリノベーションを機に、
不要になったデスク260台を含む什器を
児童福祉に関わるNPO4団体と2自治体
に寄贈したほか、重病の子どもたちの願
いを叶えるNPO『Make a Wish』を通じ、
白血病患者の女の子にスマートフォンを
贈呈しました。また、今年7月にアテネ近
郊で発生した大規模な山火事の被災地
への支援も予定しています。
　ファーウェイのフラッグシップCSRプ
ログラム『Seeds for the Future』も
長年実施しており、今年は11月に10名
の学生が中国での研修に参加します。
　ギリシャはギガビット社会の実現に向
けたEUのプランに足並みを揃え、2025

年までに全世帯に100Mbpsのブロード
バンドを普及させ、さらに1Gbpsへとアッ
プグレードすることを目指しています。こ
うした目標に向けて、今年6月にはSFBB

（Super Fast Broadband）と呼ばれる
補助金制度により、高速インターネット
サービスの契約に使えるバウチャーの
発行を開始しました。あらゆる人、家庭、
組織にデジタル化の価値を提供するこ
とをミッションとするファーウェイは、今
後も通信事業者との協業を通じてより
高速で安定したブロードバンド接続を
可能にするとともに、さまざまな業界に
おけるデジタル化を推進し、ギリシャの
経済成長を後押しすべく尽力していき
ます。

Q. 通信事業者向けネットワーク事業
における主な功績を教えてください。

Q. 端末事業の状況はどうですか。

Q. CSRではどのような活動をして
いますか。

Q. 法人向けではどのような実績が
ありますか。

Q. ギリシャでは欧州内でもいち早く
NB-IoTの活用が始まりましたね。

HUAWEI Global
Nodes & Links

世界の
ファーウェイから

設　　立
所 在 地
従業員数

2005年
アテネ
約120名、うち80％以上が現地採用（2018年8月現在）

：
：
：

ファーウェイ・ギリシャ

ギリシャの通信事情
固定電話加入者数・普及率 ： 518万人・46.4％
携帯電話加入者数・普及率 ： 1,294万人・116％
インターネット普及率（利用者ベース） ： 69.1％
固定ブロードバンド加入者数・普及率 ： 378万人・33.9％
（ITU調べ、2017年現在。インターネット普及率のみ2016年のデータ）
主要通信事業者 ： コスモート（Cosmote）、ボーダフォン（Vodafone）、ウインド（Wind）、
　　　　　　　    フォースネット（Forthnet）

1 2 3

ファーウェイ・ギリシャ
渉外・広報本部
広報マネージャー

トニア・ペトロビッツ
（Tonia Petrovits）

今回登場するのは…

ギリシャと英国で英文学、欧州地域研究の学位を得た後、スイス
に本社を置くABBのギリシャ支社に入社。企業コミュニケーション
部門でキャリアを積み、入社5年で部門長に就任。その後HSBC
ギリシャ、ギリシャ金融安定基金において、経済危機のさなかに
あった同国の金融業界で、クライシスコミュニケーションを含む企
業コミュニケーションの責任者として広報業務を統括してきた。
2017年、新たな業界でのチャレンジを求めてファーウェイに入社。
ICTと中国について日々学びながら、プロフェッショナルとしてのさ
らなる成長を実感している。休日は家族との時間を大切にし、地
中海の島々での水上スキーや小旅行を楽しむ。 ■ピレウス港湾管理局はファーウェイのソリューションによってネットワークインフラを刷新。写真は同局CEOの傅成秋（フー・チェンチュウ）氏（中央）とファーウェイ・ギリシャCEOの

陳楽（チェン・ルー、左）　■2017年には人気タレント・モデルのドゥキッサ・ノミコウが『HUAWEI Mate 10』シリーズのブランドアンバサダーに　■ファーウェイがグローバルで実施
するフラッグシップCSRプログラム『Seeds for the Future』では、ギリシャからも多くの学生が中国での研修に参加している

ギリシャ

市場競争力の強化を通信インフラで支える

ファーウェイ・ギリシャ

1

2 3
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　会場となったライカプロフェッショナルストア東京は、同社が
世界で初めてオープンしたラウンジスタイルの直営店。カメラや

ますます広がる豊富なラインナップ。
ファーウェイ・ジャパンの端末最新情報をご紹介します。

カメラの小型化を実現し、写真家を自由にしたLeica

AI認識のカメラ任せで、プロの技術を再現

写真用品の販売はもちろん、テスト撮影のためのシューティン
グスペースや作品の展示スペースを備え、アフターサービス
も提供する、フォトグラファーのためのラグジュアリーな空間
です。
　セミナーの冒頭にはライカカメラジャパン株式会社マーケ
ティング・リテール統括部の米山和久氏が登壇し、同社製品の
歴史を概説。続いて写真家の内田ユキオ氏が、カメラの進化の
歴史とその過程におけるLeicaの功績について語りました。
　Leicaが誕生したのはいまから約100年前。現在のカメラの原
型となった『Ur-Leica』を開発したのが始まりです。35mmフィル
ムを用いる『Ur-Leica』を生み出した後の1954年には、フィルム
カメラの最高峰とされる『Leica M3』を発表。Leicaは、カメラの
小型化の歴史をリードしてきました。小型化したカメラを持ち歩
けるようになったことで、「Leicaは写真家を外に誘ってくれた」と
内田氏は言います。

内田氏が『HUAWEI P20 Pro』で撮影した写真。ミックス光や水の再現、動く被写体やポートレート撮影もカメラ任せの設定でハイクオリティな仕上がりに

内田氏が『HUAWEI P20 Pro』のモノクロモードで撮影した『Leica IIIc』

　その後、内田氏は自身が『HUAWEI P20 Pro』で撮影した
写真を紹介。日常的に持ち歩き、日記を書くように撮影したと
いう写真の数々は、どれも色と光が息をのむほど美しい作品
ばかりです。設定はカメラ任せだったそうですが、デジタルカ
メラでは難しいミックス光での撮影や炎や水滴などの撮影も、
AIによる被写体認識により自動で最適な設定に。そのため撮
影者は構図だけに集中すればよく、自分が心を動かされた
シーンをより的確にとらえることができるようになると内田氏は
語ります。
　また、『HUAWEI P20 Pro』はポートレート撮影でも強みを発揮
すると内田氏。普段から慣れ親しんでいるスマートフォンなので

相手に緊張感を与えず、ワイドアパーチャ機能やシーン認識を
活用することで三脚やレフ板などの機材も不要になるため、手軽
に人物撮影を楽しんでほしいと強調しました。

　Leicaを長年愛用してきた内田氏が「ポケットに収まるLeica」
とお墨付きをくださった『HUAWEI P20 Pro』。レンズからチュー
ニングまで、高い基準で妥協のない開発がされていることを感じ
ると内田氏は言います。
　スマートフォンとカメラ、それぞれの領域で技術を追求してき
たファーウェイとLeica。2社の力を結集した『HUAWEI P20 

Pro』『HUAWEI P20』で、皆さんもぜひプロ並みの写真撮影を
楽しんでみてください！

8月21日、東京・銀座のライカプロフェッショナ
ルストア東京において、Leica × ファーウェイ
共同セミナーを開催しました。2016年に発表
した『HUAWEI P9』以来、Leicaとファーウェ
イは共同開発のカメラでスマートフォンによる
撮影に革命を起こし続けてきました。今回のセ
ミナーにはプロとしてLeicaカメラを愛用する
写真家の内田ユキオ氏を迎え、Leicaのトリプ
ルレンズカメラを搭載したフラッグシップモデ
ル『HUAWEI P20 Pro』の魅力や撮影のコツを
レクチャーしていただきました。

左：セミナーに登壇した写真家の内田ユキオ氏　右：『HUAWEI P20 Pro』（写真右）は「VARIO-SUM-
MILUX-H 1:1.6-2.4/27-80 ASPH.」レンズを採用したトリプルカメラ、『HUAWEI P20』（写真中央）は
「SUMMILUX-H 1:1.6/27 ASPH.」レンズを採用したデュアルカメラを搭載。画像処理にもLeicaの
チューニングが施されている（写真提供：マイナビニュース／小山安博）

Leica×ファーウェイ共同セミナーを開催

プロのフォトグラファーが語る
Leicaと『HUAWEI P20 Pro』の魅力

妥協のない開発がもたらした、ポケットに収まるLeica

2018年10月5日発売
市場想定売価：54,800円（税抜）
流行に敏感な若者をターゲットにした『nova』シリーズの最新モデル。

前面、背面それぞれに搭載した24メガピクセルのダブルレンズAIカメラ

と、『P』シリーズや『Mate』シリーズと同じAIプロセッサー『HUAWEI Kirin 

970』で、ハイエンドモデルのパフォーマンスを実現。スリムなデザインと

多彩な機能で、SNSやゲームを存分にお楽しみいただけます。

『HUAWEI nova 3』

2018年10月19日発売
市場想定売価：11,800円（税抜）
大画面カラー有機ELタッチスクリーンを搭載し、重さも約25gと軽量。装

着したまま泳げる5気圧防水や、ランニングなどで便利な独立型GPS機能

のほか、心拍数、睡眠の深度や時間の計測ができる健康管理機能も搭載

し、日々のフィットネスがもっと楽しくなるリストバンドです。

『HUAWEI Band 3 Pro』

2018年9月21日発売
市場想定売価
LTEモデル：26,800円（税抜）
Wi-Fiモデル：22,800円（税抜）
発売以来ユーザーから大好評のエントリーモデルタブレット『MediaPad 

T』シリーズの最新モデル。薄さ約7.8mmの丸みを帯びたシックなブラッ

クメタルボディに、フルHDを超える高解像度の約10.1インチディスプレ

イ、ステレオスピーカーやパワフルな8コアCPUを搭載。ウェブサイトや指

定したアプリへのアクセスを制限できるキッズモードに設定すれば、小さ

なお子様がいるご家庭でも安心してお使いいただけます。

『HUAWEI
MediaPad T5』



2928 / OCT.2018/ OCT.2018

2018 . 7 . 11
2017年度サステナビリティレポートを発行

2018 . 8 . 9
ITセキュリティソリューションを提供するイ
ヴァンティ（Ivanti）と、企業のキャンパスネッ
トワークにおけるエンドポイントのセキュリ
ティ強化に向けた協業を開始

2018 . 8. 10
ファーストウェブ（Fastweb）によるイタリア
全土を網羅するWi-Fiホットスポットの展開
をクラウドキャンパスソリューションで支援

2018 . 8 . 31
インテルと共同で、中国における5G対応端
末およびチップセットに関する相互運用性
の開発テストを完了

2018 . 9 . 11
3GPP 5G SA準拠のCバンド機能試験を世
界で初めて実施

2018 . 9 . 13
南アフリカ・ダーバンで開催された『ITUテ
レコムワールド2018』において、WTTx
（Wireless to the X）ソリューションが評価
され、「持続可能な発展」部門でグローバル
コーポレートアワードを受賞

2018 . 9 . 19
中国・無錫市において、産業パートナーと
共同で世界で初めてLTE-V2X商用ソリュー
ションを展開、『世界IoTエキスポ』で特別賞
を受賞

2018 . 6 . 27
『Mobile World Congress（MWC）上海』に
おいて、モバイルマネーソリューションで「最
も優れた新興市場向けモバイルイノベー
ション賞」を受賞

2018 . 6 . 27
『MWC上海』でチャイナモバイル（中国移動）・
上海汽車と、 5G時代のLTEを用いたインテ
リジェントなコネクテッドカーのデモを実施

2018 . 7 . 10
アウディとインテリジェントなコネクテッドカー
分野における戦略提携に関する覚書を締結

2018 . 7 . 10
デンマークのスリー（Three）と、北欧最大
級のロックフェスティバル『ロスキレ・フェス
ティバル』でSingleRAN Pro 4T6Sソリュー
ションを展開し、会期中のセルスループット
を毎時18GB、ユーザー体感速度を対前年
比85％増の83Mbpsに

　7月31日、2018年度上半期業績（速
報値）を発表しました。事業運営の合理
化や経営品質の向上に取り組んできた
ことが奏功し、通信事業者向けネット
ワーク事業、法人向けICTソリューション
事業、コンシューマー向け端末事業とク
ラウド分野などの業績を合わせたグルー
プ売上高は対前年同期比1 5 %増の
3,257億元（約5兆4,196億円※）、営業
利益率は14％と、堅実な成長を遂げま
した。
　中でもコンシューマー向け端末事業
は大幅な成長を維持し、上半期のスマー
トフォン出荷台数が9,500万台に達した
ほか、第2四半期には世界市場シェア
15.8％で第2位となりました（IDC調べ）。
『HUAWEI Mate 10』シリーズは1,000

万台、『HUAWEI P20』シリーズは900

万台を出荷し、ハイエンドスマートフォン
ブランドとしての地位を確固たるものと
しています。同時に、新たに参入したハイ
エンドPCの分野においても、『HUAWEI 

MateBook X Pro』によって存在感を高
めました。
　7月に発表された今年度の『フォー
チュン・グローバル500』では、初めて100

位入りを果たした昨年からさらに順位を
上げ、72位にランクインしました。この世
界企業番付の対象となった2017年の業
績については、国際会計事務所KPMGの

2018年度上半期業績を発表
『フォーチュン・グローバル500』は
72位にランクアップ その他の主なニュース

※1人民元 =16.64円で換算（2018年6月29日現在） 

監査を受けた2017年度アニュアルレポー
トをご覧ください。

https://www.huawei.com/jp/press-events/
annual-report/2017

北京では語学研修に加え、中国の歴史と文化を体験

2018 . 7 . 24 ～ 26
東京・八芳園で開催された『ガートナー セ
キュリティ＆リスク・マネジメント サミット
2018』に協賛。ファーウェイ渉外・広報本部
サイバーセキュリティ・プライバシー担当バ
イスプレジデント ミカ・ラウデが「IoTによる
サイバーセキュリティのパラダイムシフト」を
テーマに講演

　8月25日～9月10日、ファーウェイの
グローバル I C T人材育成プログラム
『HUAWEI Seeds for the Future』に日
本から1 0名の学生が参加しました。
2008年にスタートした同プログラムに
は、これまで108か国から3,600名を超
える学生が参加しており、日本からは今
年で4度目となります。
　今年の参加者は、3月にファーウェイが
協賛した文部科学省主催の『サイエンス・
インカレ』で発表を行った学生を含め、早
稲田大学、慶應義塾大学、中央大学、同
志社大学、お茶の水女子大学、大阪大
学、九州大学、九州工科大学で情報工
学、医工学、生物化学、経済工学など幅
広い分野を専攻する大学生です。10名中
6名と、初めて女性のほうが多いグループ
となりました。
　プログラム前半は、北京語言大学で中
国語研修と水墨画などの文化体験を1週
間かけて実施。後半は深圳のファーウェイ
本社にて、メキシコとインドネシアから参
加した学生たちとともに、講義や実習を

グローバルICT人材育成プログラム
『HUAWEI Seeds for the Future』
に日本から10名の学生が参加

その他の主なニュース

通じて最新のICTについて学びました。
　帰国後の報告会では、研修で印象に
残った体験とICTで社会課題を解決する
アイデアをグループごとに発表しました。
ICTで地方との格差を解消するソリュー
ション、災害時用の顔認証システムなど、
デモを交えたプレゼンテーションに対し、
列席した早稲田大学の岩崎尚子教授は
「発表の質が年々上がっている。研修を
通じて課題を的確にとらえ、ICTで解決す
るという視点を得られたようだ」とプログ
ラムの意義を評価。また、文科省科学技
術・学術政策局人材政策課長の坂本修
一氏は、「この経験を活かして国際社会で
イノベーションを牽引するリーダーとなる
一歩を踏み出してほしい」と学生たちを激
励しました。

ICTの知識に加え、異文化交流からも多くを学んだ

2018 . 7 . 30
ファーウェイ・ジャパン錦糸町オフィスでファ
ミリーデーを開催

2018 . 10 . 5
ホテル名古屋ガーデンパレスで開催される
『ケーブルフェスタ2018』に協賛、XGPON
を中心としたケーブル事業者向けネット
ワークソリューションを展示

2018 . 10 . 18
幕張メッセで開催される『CEATEC JAPAN 
2018』において、キャリアネットワークビジ
ネス事業本部CTO 赤田正雄が「5G商用化
へ加速するグローバル業界動向」と題した
キーノートに登壇

2018 . 11 . 2
グランドプリンスホテル新高輪  国際館パ
ミールで開催される『CTC Forum 2018』
に協賛、DCネットワーク・オールフラッシュ
ストレージソリューションを展示するほか、
法人ビジネス事業本部  シニアソリュー
ションセールスマネージャー 高木圭一が
同ソリューションを紹介するセッションに
登壇

2018 . 11 . 7
東京国際フォーラムで開催される東陽テク
ニカ主催『Core  Router  Summit  in  
TOKYO 2018』において、ファーウェイR&D
技術戦略アドバイザー ステファノ・プレヴィ
ディ（Stefano Previdi）とファーウェイ・ジャ
パンの赤田正雄が講演とパネルディスカッ
ションに登壇

2018 . 11 . 15
日本ビジネスシステムズ本社セミナールー
ムにて、同社およびマイクロソフト、インター
ネットイニシアティブと『AzureStackセミ
ナー』を共催

2018 . 11. 19
東京大学本郷キャンパス武田ホールで開
催される『MPLS Japan』において、赤田
正雄が「400GE高速伝送技術」について
講演

2018 . 11 . 27 ～ 30
浅草橋 ヒューリックホール＆カンファレン
スで開催される『InternetWeek 2018に
協賛』

むしゃく
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ファーウェイに応募しました。
熊坂：今後5年で大きな動きがある業界
で働きたいと、次世代通信技術である
5Gの商用化が迫る通信業界を選択しま
した。業界が動く時にメインプレーヤー
になり、かつ面白そうな会社はどこかと
考え、ファーウェイにたどりつきました。

么：1つはお客様との交流イベントの企
画に一から携わったこと。もう1つはアカ
ウント、プロダクトマネージャーを対象

とした本社研修への参加です。他部門
や他社から転じたベテラン社員も参加す
る3週間の研修で、経験豊富な先輩た
ちと議論やグループワークに参加でき、
大いに刺激を受けました。
熊坂：7月に上海で5Gに関するグローバ
ル研修に参加しました。世界16か国から
数十人が参加した中で自分が一番若く、
ついていくのは大変でしたが、実際的な
知識を得ることができ、自分自身の成長
を感じることができました。今後の5Gトラ
イアルに向けた自信にもつながりました。
山下：北京で実施した5Gの技術検証に

参加し、お客様のサポートをしたことで
す。当社製品の仕様や性能は資料など
で理解していましたが、実際の無線基地
局で製品の動作を確認できたのは大き
な収穫でした。

山下：日中英の3言語が飛び交う業務環
境がまず違いますね。その中で、お客様
の視点から有用な情報を見つけ、自分自
身の知識として蓄積した上でお客様に
フィードバックしていく必要があるので、
毎日が勉強です。
么：深圳本社で1か月の入社後研修が
あったものの、業務の習得はOJTが中心
です。OJTを通じて、結果重視であるこ
とや「奮闘」を尊ぶ企業文化を感じまし
た。会議では議論が白熱することが多く、

先輩社員の熱意を感じます。 
熊坂：新卒社員にも自主性が求められて
いると感じます。横並びの成長ではなく、
自分でやりたいことがあれば任せてくれ
るところは魅力です。中国本社から赴任
している現在の上司は物腰の柔らかいお
父さんのような人で、5Gに関するグロー
バル研修に手を挙げた自分に参加の
チャンスをくれました。

山下：結果を出すために、最後までやり
きることができる人。
么：異文化、中国文化に適応できる人。
熊坂：自分自身で自分の成長を決められ
る人。技術だけでなく、チームワークが
得意な人には、デリバリーサービス事業
本部の業務は面白いと思います。山下：社会人として幅広い人の役に立ち

たいと考え、今後社会でさらに必要とさ
れる技術を創る通信業界を選びました。
中でもファーウェイは急成長をしており、
その事業の進め方に興味があったので、
応募を決めました。
么：大学院での研究テーマでもあった
IoTに興味がありました。中国と日本双
方の文化への理解を活かし、日中の架け
橋になるような仕事をしたい思いもあり、

　ファーウェイ・ジャパンは2012年から新卒定期採用を行っています。今回のファーウェイ・ピープルでは、
今年4月に入社した5名の新入社員のうち3名に、入社後の業務や研修の様子について聞きました。また、
人事部の採用担当者にもファーウェイが求める人材像を語ってもらいました。

ファーウェイ・ピープル

H U A W E I  P E O P L E

2018年度の新入社員が語るファーウェイの働き方
新卒で入社した3名の社員が、新人としての半年間の経験や今後の目標を語ります。

Theme

東京農工大学大学院修了（生物システム応用科
学府）。宮崎で大学時代を過ごしたのち、理学・
農学・工学にまたがった新しい学際分野が専攻
できる東京農工大学大学院で環境シミュレー
ターの構築などを研究した。ファーウェイでは本
社R&Dチームとやりとりしながら、お客様に最適
な無線製品を提案することがミッション。趣味は
ドライブや車の整備。週末はサーキットでカート
レースを楽しむことも。

ワイヤレスネットワーク
ソリューションセールス部
ソリューションマネージャー

山下 実樹康
（やました・みきやす）

東京工業大学大学院修了（電気電子系・電気電
子コース）。5歳の頃に来日し、日本で小学校を
卒業後、故郷の中国・黒竜江省ハルビン市で中
学・高校時代を過ごす。大学入学と同時に再び
来日した。ファーウェイではお客様対応のアカ
ウントマネージャーを務める。趣味はカラオケ。
中国語、日本語両方の歌謡曲を歌うが、日本語
曲のレパートリーを増やすべく目下練習中。

無線ネットワーク統括部
アシスタントアカウント
マネージャー

么 吉陽
（ヨ・ジヨン）

豊橋技術科学大学大学院修了（機械工学専
攻）。国立東京工業高等専門学校で電子工学を
学んだ後、豊橋技術科学大学に3年次編入。1分
野の深堀りよりも幅広い分野を学ぶことに魅力を
感じ、大学・大学院では機械工学を専攻。複数
回出場したロボコンではチームマネジメントを担
当した。ファーウェイでは5G技術を検証するトラ
イアルに携わる。父の影響でサッカー観戦が趣
味。テレビ観戦も含めて、年間60試合ほど観る。

デリバリー・サービス
事業本部
無線ネットワーク
製品技術サービス部
アシスタントエンジニア

熊坂 暁歩
（くまさか・あきほ）

ファーウェイを選んだ理由は？Q

今後3年間の目標は？Q

入社後、
一番大きな経験になったのは？

Q

他社に就職した同級生と比べて、
働き方や研修などに違いは？

Q

一言でいうと、ファーウェイに
向いているのはどんな人？

Q

么：将来的にある分野のエキスパートに
なりたいと考えてきたので、その一歩とし
て、まずはアカウントマネージャーとして
一人立ちしたいです。
山下：幅広い無線の知識を身に付け、お
客様のニーズを深く理解して最適なソ
リューションを提案ができるようにキャリ
アアップし、自分の価値を高めていきた
いです。
熊坂：5Gもあと10年も経てばコモディ
ティ化していきます。そのため、5Gの次に
来る新たな面白いことを見つけたいです。
エンジニアとしてのみならず、マネー
ジャーとしてもチームでプロジェクトを動
かし、価値を創り出せるようになりたいと
思います。

人事部 採用担当
インタビュー

たゆまぬ向上心で、
新しいチャレンジを
楽しめる方を
お待ちしています 

急成長するインターネットベンチャー
企業での人事担当を経て、2010年に
ファーウェイ・ジャパンの人事部に参
画。育児休暇を経て、今年4月から従
来の研修業務に加え新卒採用を担当
する。週末は、遊び盛りの2人の子ども
と積極的に外出するアクティブなママ。

人事部 シニアHRスペシャリスト
神尾 百恵（かみお・ももえ）

170か国以上の国々でICTソリューションを提供
するファーウェイはグローカル（グローバル＋
ローカル）な事業運営を重視しています。日本で
は製品・サポートの現地化、さらに研究開発や
調達を通じた経営の現地化を進めてきました。
これらに加え、新卒学生の定期採用によって、日
本のお客様のニーズに応えるイノベーションを
実現する人材を育成し、日本のICT業界のさらな
る活性化に貢献していくことを目指しています。

学習意欲が高く、強い精神力を持ち、チャレン
ジを心から楽しめる人が多いです。製品やソ
リューションを提供するにあたっては、お客様
との関係構築から受注まで長いスパンで関わ
ることが必要です。長期的な視点でモチベー
ションを保ちながら、コツコツとやり抜く力があ
る方が向いているようです。

入社後、比較的すぐに最先端の技術に携わる
機会があることです。また、研究職の場合は、

日本にいながら、ファーウェイが世界で展開す
る製品向けの技術開発に参画できます。

はい。今年から本社と連携して、世界各地で
ファーウェイ・ジャパン向けの新卒採用を実施し
ています。就職活動のタイミングがずれてしまう
留学生の皆さんにも、北京、上海など中国国内
で開催されるジョブフォーラムやビデオ通話での
面接などのチャネルをご用意しています。新卒市
場はどんどんグローバル化しており、人材の流動
化も進むと予測していますので、ICT企業らしく
最先端の技術を取り入れていきたいと思います。

日本社会は成熟していて、物事を進めるプロセ
スがきちんとできている一方、既存のプロセスに
疑問を感じる人が少ないとも感じます。変化の
早いICT業界では、物事の本質とゴールを考え、
そこから最適なプロセスを見いだすことも重要
です。昨日正解だったことが、明日は違うかもし
れない。こうした柔軟性や多文化の環境での
チャレンジを楽しめる人にお越しいただければ
嬉しいです。

Q. 新卒採用を行っている理由は？

Q. ファーウェイ・ジャパンで活躍している
人に共通する特長はありますか。

Q. 新卒社員にとってのファーウェイの魅力は？

Q. 採用活動でも、
新しい取り組みを進めていますね。

Q. 最後に、学生の皆さんへメッセージを。
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茶館に改装し、小吃（シャオチー、軽食）
を提供する老舗レストラン『火宮殿』は地
元民にも観光客にも人気の有名店で、
ここでも臭豆腐は看板メニューです。

　大学を卒業後、一貫して精密機器の
製造、開発、品質管理に携わってきまし
た。日本企業での2年間の研修で品質に
ついて多くを学んだことが、その後の仕事
にも活かされています。入社当初のファー
ウェイはスマートフォンの製造を手がけ
始めたばかりで、品質管理の徹底が急務
でした。生産材料管理部長としてプロセ
スの改善に努めた結果、その後の数年間
でファーウェイの端末製品の品質は大き
く向上しました。
　その経験を評価され、日本のお客様向
け品質プロジェクトのリーダーを務めた
ことをきっかけに、2015年に日本オフィス
に赴任。現在は、アフターサービス、品
質管理、品質保証をカバーするサービス
業務部の部長として、20名あまりのチー
ムを束ねています。ここ数年はSIMフリー
端末やPC製品なども販売するようになり
業務の幅が広がりましたが、品質はファー
ウェイにとって至上命題。今後もさらなる
向上を目指し、たゆまぬ努力を続けてい
きたいと思います。

漫遊中国

　巻頭でお知らせした通り、『HuaWave』は今
号をもって印刷版の発行を終了いたします。
長らくのご愛読に心より御礼申し上げます。
　手にとってページを繰りながら、興味のある
記事を探したり、見出しに引かれて意外な発
見をしたりと、紙の雑誌ならではの手ざわりや
出会いはデジタルな体験には代えがたいもの
です。一方で、毎回決まったスペースに記事
をおさめなければならず、泣く泣く原稿を削っ
た経験も数知れず。季刊ではタイミングも限ら
れるため、逃した話題も多くありました。
　デジタル版では、より豊富なコンテンツを、
よりタイムリーに、より多くの皆様にお届けし
ていきます。どうぞお楽しみに！

編集後記

HuaWave編集部（huawave@huawei.com）

幽玄な山河に囲まれた、自然豊かな歴史ある街

湖南省長沙市
こ なん しょう ちょう さ し

　私が生まれ育ったのは、湖南省の省
都・長沙市の西端に接する益陽市桃江県
です。桃江県は別名「桃花江」と呼ばれ、
『桃花江是美人窩（桃花江は美人が生ま
れる場所）』という1930年代に流行した歌
謡曲で知られています。ご覧のとおり（笑）
実際に美しい女性が多く、ホテルなどの
サービス業では従業員を桃江県出身者か
ら選ぶという話もあるほどです。
　湖南省は毛沢東の出身地として知られ
ており、長沙市の南にある湘潭市の韶山
には生家がそのまま残されています。長
沙市を流れる湘江の中州・橘子洲には、
2000年代に入って若かりし頃の毛沢東
の巨大な彫像が建てられました。
　湖南省は80％が山岳地帯という山がちな

地形で、映画『アバター』の世界のモデル
となった省北部の武陵源をはじめ数多く
の自然保護区があり、幽玄な景観を楽し
むことができます。

　中国には激辛で知られる料理が多くあ
りますが、湖南料理はその筆頭で、唐辛
子をたっぷり使います。お隣の重慶の料
理は山椒を使った「麻辣（マーラー、舌が
しびれる＋辛い）」ですが、湖南では唐辛
子の「辣」のみ。魚の頭を唐辛子と一緒に
蒸した剁椒魚頭（ドゥオジャオユウトウ）
が代表的な料理です。
　湖南は強烈な臭いで知られる「臭豆腐」
発祥の地でもあります。本家の臭豆腐
は黒い漬け汁で発酵させるため、見た目
もユニーク。16世紀に建てられた廟を

ブロックチェーンで
経費精算を簡単に
手間を省き不正も防止

　出張費や交際費などの経費精算、面
倒ですよね。溜まった領収書の山にうん
ざりしたり、領収書をなくしてあわてたり、
宛名の会社名が間違っていて再発行し
てもらったりといった経験が、皆さんも一
度はあるのではないでしょうか。
　中国では、経費精算には「発票（ファー
ピャオ）」と呼ばれる政府既定の書式によ
る領収書の提出が必要になります。発票
は売買の正式な記録とされ、企業の税務
申告に必須の書類です。そのため、経費
を精算するには、支払時に店舗に雇用主
の納税者番号を伝え、正確な情報が記
載された発票を発行してもらわなければ
なりません。その後、会社のシステムに必
要な情報を入力し、上司の承認をもらい、
発票を経理部に提出し……と長いプロ
セスを経て、ようやく立て替えた費用が
銀行口座に振り込まれます。

　発票による精算のやりとりは、店舗に
も客にも企業にも大きな手間。また偽造
の問題も後を絶ちません。最近では微信
支付（WeChat Pay）や支付宝（Alipay）
などのモバイルペイメントアプリで電子
発票を発行する方法も普及してきました
が、それでも経費精算時には結局プリン
トアウトしたものを会社に提出することに
なります。
　そこでこの発票の仕組みをより効率よ
く確実なものにすべく新たに登場したの
が、ブロックチェーンを使った発票制度
です。微信を運営するテンセントが深圳
市税務局、金蝶軟件（キングディーソフト
ウェア）とともに今年8月に発表し、深圳
市内の数か所の店舗でパイロットテスト
を開始しました。
　ユーザーが微信支付で支払を済ませ、
アプリ上で「発票を発行する」というボ
タンを押すと、その取引内容を記した発
票がアプリ内の「卡包（カーバオ、カード
入れ）」という機能に保存されます。そこで
さらに「経費精算をする」というボタンを

四川省

北京

広東省

湖北省

陝西省
上海上海

河南省

長沙市
貴州省貴州省貴州省貴州省

故郷は「美人が生まれる場所」
省内には毛沢東の生家が残る

唐辛子たっぷりの湖南料理
「臭豆腐」も湖南生まれ

豊富な経験を活かして
品質向上に貢献

中国・深圳のファーウェイ本社社員が伝える、デジタルなトレンドに見る中国の「いま」
『WinWin』（ファーウェイ刊）エディター　米雪苹（カイラ・ミー）

デジタルで変わる中国

ブロックチェーンによって経費精算がスマート
フォンアプリだけで完結するうえ、不備や不正も
防止できる

常に行列ができる老舗レストラン『火宮殿』（左）と、同店
の臭豆腐（右上）。剁椒魚頭（右下）は湖南の名物料理。

橘子州に建てられた、高さ32mもある毛沢東の彫像（左） 
石柱がそびえたつ武陵源の神秘的な景色（右）

押すと、取引の内容がブロックチェーンに
よって記録され、ユーザー、店舗、会社、
税務局の間で同時に共有されます。この
時点で経費精算は完了。システムへの入
力や紙の発票の提出は不要です。この方
法なら、支払から精算、税務申告までの
やりとりをすべて正確に記録・追跡でき、
発票の不備や不正が発生する余地はなく
なるというわけです。
　ブロックチェーンの活用は発票だけで
なく、固定資産税などの税申告や医療
費の請求など、さまざまな領域で行政を
効率化する手段として注目を集めてお
り、各地で試験運用が始まっています。
最新技術の導入が民間だけでなく公共
機関でも迅速に進むのは、やはり中国な
らでは。このスピード感で、この国のデ
ジタル化はこれからも加速し続けていく
ことでしょう。

肖 晋（シャオ・ジン）
端末統括本部　端末サービス業務部　部長
長沙市の西隣の益陽市で育ち、重慶大学に進学、自動化技術を学ぶ。卒
業後は長沙市でテレビを製造する国営企業に6年間勤務。1998年から2年
間、中国の国際人材交流協会の選抜で群馬県藤岡市の通信機器製造会
社での技術研修に参加する。帰国後、広東省の日系・米系企業を経て2011
年にファーウェイに入社、2015年に来日。家族を中国に残しての単身赴任
だが、週末には同僚を自宅に招き、得意な料理の腕を振るうのが楽しみ。

長沙市内の西部、岳麓山にある愛晩亭は中国四大名亭の1つ（撮影：Zhangzhugang）

経営陣のメッセージから

ファーウェイ独自の経営理念を象徴する経営陣の言葉をご紹介します。

「ファーウェイは今後新たな市場やビジネスチャンスを獲得するためにどの
ように競争していくべきか」という従業員の問いに対する答え。自社だけが
抜きんでて繁栄するのは賢明ではなく、自社も他社もともに生き残りながら
社会に価値を生み出すべきだと述べ、「あらゆる人、家庭、組織にデジタル化の
価値を提供し、すべてがつながったインテリジェントな世界を実現する」という
ファーウェイのミッションを強調しました。

ファーウェイには競争相手はいない。
我々はほとんどの場合、業界の皆様とともに
人類社会に貢献しているのだ。
しいて言うならば、自らの怠慢こそが
我々の戦うべき競争相手だ。
ファーウェイ創業者兼CEO　任正非（レン・ジェンフェイ）
（2017年、カナダオフィスでの従業員との対話より）

とうこう

えきよう

しょうたん しょうざん

しょうこう きっししゅう

ぶりょうげん

しゅうどうふ

Microfotos/馬東兵
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ファーウェイの広報誌『HuaWave』は、2018年末にデジタルオウンドメディアとして新たに生まれ変わります。

7年間ご愛読いただき、
誠にありがとうございました。
『HuaWave』は印刷版からデジタル版へ。 さらなる進化にご期待ください！

※詳細は本誌巻頭記事をご参照ください。

ファーウェーブ

www.huawei.com / jp
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無限に広がるドローンの可能性
エンターテイメントから医療、農業まで――
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長期の安定運用に応える
高い信頼性が決め手
ファーウェイ製品で医療情報システムの仮想化基盤を更改
医療法人永仁会 所沢PET画像診断クリニック
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医療研究の未来

Special Interview

創薬治験にウェアラブルを活用
慶應義塾大学医学部耳鼻咽喉科学教室 藤岡正人氏に聞く
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